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はじめに

　筆者はこれまでにも ，第２次世界大戦後（主として１９５５年以降）の日本経済の変化を整理してき

た（平田［１９９４１ ，Ｈ１。。ｔ。［１９９５１）。 戦後日本経済の変化を整理する際に，日本経済の成長過程を特

徴つける一つの要因として，柔軟な産業構造変化が重要であることを意識した。確かにこの期間

の日本における産業構造変化は非常に大きなものであ った。１９９０年代において ，平成不況からの

脱却を目指し，少子高齢化社会の２１世紀を迎える現在，２０世紀後半における日本の産業構造変化

の状況を整理し，今後とも日本の経済活力を維持するための指針を得ることは今日的な重要課題

である 。

　しかしながら ，産業構造の変化を唱えることは比較的容易であるが，産業構造の転換を引き起

こす原因を探求したり ，他の経済変数との関係で，どのような産業分野が成長し，どのような産

業分野が衰退するのか，あるいは現在日本経済を支えているのが，どのような特徴を持 った産業

であるのかを明確に示すことはなかなか困難な作業である 。実際問題として，一口に産業と言 っ

ても ，その分類方法は，非常に荒い３産業分類から ，産業連関表における２千数百分類まで幅が

広く ，どの視点に立 って議論するかにより ，議論は大きく異なる 。

　本稿では，データの整合性と利用の容易さを念頭に置き ，国民経済計算体系における ，産業分

類をべ 一スに，１９５５年から１９９６年における産業構造の変化を整理する 。国民経済計算体系のテー

タを利用する際の問題点は，ここにここに示されたテータに関しては，整合的な議論が可能であ

るが，これと整合的で産業構造変化を議論する上で必要となる各種経済テータの利用が必ずしも

保証されていないことである 。よっ て， 本稿では，国民経済計算体系における産業分類を，基本

的には国民経済計算体系に示されたテータを用いて整理し，各産業分野の盛衰を明示し，他の経

済変数との間の関係に関する論点を提示する 。さらに，我々の関心の対象が，産業分野を可能な

限り細かく分けて分析することではなく ，日本における経済構造の現状を把握する上で最低限必

要となる荒い産業分類としてどの程度にまで集約することが可能であるのかを吟味することにあ

るので ，こうした集計を通して，可能な限り多くの関運する経済テータと産業構造の変化とを結

びつけて議論を展開する方向を探る 。将来的には，ある程度集計した産業分類に従 って，第２次

世界大戦以降の産業別生産関数の推定に議論を進めることを予定しており ，本稿はこのような議

論を行うための基礎作業であると考えている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６１）
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　マクロ経済活動を評価していく際にもっとも興味のある産業構造の変化は，製造業内における

産業構造の変化であると考えられるが，本稿ではこれに限定せず，より幅の広い視点から ，産業

構造の変化に関する議論を展開していくことにする 。

　本稿の２節では，基本的な，第１ ，第２ ，第３次産業という ，３産業分類に従 って ，１９５５年以

降の日本における産業構造の変化を多様な観点から検討する。これに関しては，基本的な内容は

すでによく知られたことであるが，今後より細かな産業分類に従った議論を展開する際にどのよ

うな点に注意しつつ議論を展開することが必要であるのかを明確にすることを目指して，やや詳

しく検討する 。

　本稿の３節では，国民経済計算体系における ，１４の産業分類に従 って，第２節と同様の分析を

行い，１４産業内での構造変化の状況を確認する 。ここでは，製造業内部を分割せず，製造業に関

しては１産業として考えた議論を行う 。

　本稿の４節では，製造業内の産業構造の変化を整理する 。ここでも ，基本的には国民経済計算

体系に示されたデータを用いた分析を行う 。しかしながら ，資本ストッ クに関する産業分類が ，

１９７４年以前と１９７５年以後とでは異なっ ているので，やや不十分な分析となる 。

　５節では，本稿の結果を整理し，今後の検討課題を提示する 。本稿は，日本における産業構造

変化を本格的に分析する際に必要となる基本的なテータの整理を主たる目的としており ，産業構

造変化の分析としては，不十分なものである 。しかしながら，近年産業構造変化の重要性が頻繁

に議論される割には，本稿で行うように基本的なテータを整理し，産業構造の変化をどのような

形でとらえるのかという形の分析はほとんど行われていないので，本稿で行う程度の予備的な分

析もそれなりの存在意味があると考えている 。なお，最近発表された文献で，日本の産業構造変

化を扱ったものとして，小野［１９９６１ ，鈴木［１９９５１， 長島［１９９８１等がある
。

２． ３産業分類からみた産業構造の変化

　本節では，もっとも基本的な産業分類である ，第１次，２次，３次の産業分類に従ったデータ

により ，日本における１９５５年以降の産業構造変化を整理する 。本稿では，第１次産業に，農林水

産業及び鉱業を含め，第２次産業に製造業及び建設業を含め，これら以外の産業を第３次産業と

している 。この産業分類に関する日本の産業構造の変化に関しては，特に分析をしなくとも基本

的なことは明らかになっ ている 。確認されている事実は，１）第２次世界大戦に伴う ，疎開及ぴそ

の後の食糧難から，都市住民の農村への流入があり ，１９５５年以前に農村には，大量の余剰労働力

が存在した，２）１９５５年以降，農村から都市への人口流出が進み，高度成長期の終了問際である ，

１９６０年代後半には，農村における余剰労働力は存在しなくなっ た， ３）日本においても ，基本的に

は， 第１次から２次，２次から３次という形で，産業構造のウエイトが変化してきたが，１９５５年

時点でも ，第３次産業のウエイトが比較的大きか った。４）高度経済成長期に，第１次産業の受け

皿となっ たのは，第２次産業であ ったが，第１次オイル ・シ ョッ ク以後の受け皿は，第３次産業

にシフトした。５）第２次オイル ・シ ョッ ク以降は，雇用の吸収力という点からみれば，第３次産

業が中心になっ ている 。等をあげることができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６２）
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　ところで，我々が通常用いる産業構造変化とは，とのような指標によっ て判断するべき対象で

あろうか。上に記した，日本における産業構造変化の特徴においても ，生産額あるいは付加価値

をべ 一スに各産業分野の占める割合の変化をみる場合もあるし，雇用の吸収力に従って産業構造

の変化を論じる場合もある 。考え方によっ ては，資本設備の保有額によっ て産業構造の変化を論

じることも可能であろう 。これらに関する定説は確立していないようである 。

　別の視点から考えると ，産業構造の中 。し・が，第１次，２次，３次と移動していくことは，コー

リンクラークによっ て， ペティーの法則として命名され，広く知られているが，このような変化

をきたす原因はどこにあるのか，あるいは経済活動においてどのような条件を満たせばこうした

産業構造の変化が円滑に進むのか，といっ た基本的な問題に関しても意外なほと依るべき分析が

少なくなっ ている 。

　本節では，上記の問題意識に従い，以下に示すいくつかの問題に解答を用意することを目指し

て分析を進めていく 。ここで考える課題は，１）産業構造の変化をとらえる指標としてなにが利用

可能であるのか，２）複数の指標の変化には整合性が認められるのか，３）産業構造の変化を示す指

標は，他のどのようなマクロ経済指標と関係づけて説明することができるのか，である 。これら

の課題を分析することは本稿を出発点として，継続的に検討して行くべき課題であり ，本節では

１）一３）をすべて検討するが，産業分類を細かくした３ ，４節では１）と２）を中心に検討する 。

　１）に関しては，生産活動の結果を示す指標として，生産額，付加価値が考えられ，生産活動に

おける生産要素として，資本ストッ クと労働力が考えられる 。労働力に関しては，就業者数と雇

用者数という２種類のテータを利用することが可能である 。経済学的には，これらの変数はすべ

て， 生産関数によっ て関係づけられているので，比例的に変化していると考えることも可能であ

るが，生産要素投入量の代替性等を考慮すれば，必ず比例するとは限らない 。

　２）は，１）と表裏一体の関係がある 。産業構造変化を示す各種指標が比例的に変化しているので

あれば，各指標問には整合的な関係が認められるのに対して，比例的な関係が存在しないと不整

合が発生する 。

　３）は，産業構造の変化が進むことは，各国に共通の関係であるとしても ，国ことの経済環境の

相違，経済成長時期の相違，政策的対応等によっ て， 変化の発生形態が共通である必然性はない 。

よっ て， 各国の産業構造変化をとのような指標と関係つけて考えるかによっ て， それぞれの国の

経済活動の特徴を読みとることがかのではないかと考えられる 。

　上記の問題意識の下に，表１に，生産額，付加価値，資本ストッ ク， 就業者数，雇用者数の指

標に関して，１９５５年から１９９６年における産業別の割合を整理して示した。また図１～図５には各

指標ごとの推移を折れ線グラフとして示してある 。以下ではこれらの変化を吟味し ，１） ，２）の問

題を検討する 。その上で，他の経済指標との間の関係を考察する 。

　表１の数値を細かく検討することは煩雑であるので，まず図１～図５を検討しつつ，表１の数

値を参照する 。図１によると ，第１次産業の生産額が全体に占める割合は，１９５５年の１５ ．９６％か

ら１９９６年の１ ．９０％に継続的に低下している。第２次産業の割合は，１９５５年の４９ ．１５％から
，

４４ ．９８％に低下しているが，この変化は継続的なものではなく ，１９７０年の５９ ．３８％まで増加した後
，

その割合が低下してきている 。第３次産業の割合は，１９５５年の３４ ．９０％から ，１９９６年の５３ ．１２％ま

で継続的に増加してきている 。結果的に，産業別名目生産額において，１９５５年に比して１９９６年に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６３）
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表１
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１９５５年以降の産業構造変化指標の推移

名目生産額 名目付カロ価値 就業者数 雇用者数 取り付け資本スト ック

１次 ２次 ３次 １次 ２次 ３次 １次 ２次 ３次 １次 ２次 ３次 １次 ２次 ３次

１９５５ １５ ．９６ ４９ ．１５ ３４ ．９０ ２１ ．１２ ３１ ．８４ ４７ ．０４ ４２ ．４６ ２３ ．７０ ３３ ．８４ １０ ．７６ ３９ ．２２ ５０ ．０２ ２１ ．１３ ３８ ．４８ ４０ ．３９

１９５６ １３ ．５６ ５３ ．５１ ３２ ．９３ １８ ．４７ ３４ ．５８ ４６ ．９５ ４０ ．６０ ２４ ．７４ ３４ ．６６ １０ ．２６ ４０ ．１８ ４９ ．５５ ２１ ．４７ ３８ ．２４ ４０ ．３０

１９５７ １２ ．８５ ５４ ．６６ ３２ ．４９ １７ ．８０ ３５ ．４５ ４６ ．７５ ３８ ．７２ ２６ ．２１ ３５ ．０６ ９． ６４ ４１ ．８６ ４８ ．５０ ２１ ．４８ ３８ ．５３ ３９ ．９９

１９５８ １２ ．７６ ５１ ．９１ ３５ ．３４ １７ ．０２ ３４ ．５０ ４８ ．４８ ３６ ．９８ ２７ ．４７ ３５ ．５６ ８． ３８ ４２ ．７１ ４８ ．９１ ２１ ．４２ ３８ ．７４ ３９ ．８４

１９５９ １１ ．３７ ５４ ．４１ ３４ ．２２ １５ ．８７ ３６ ．４２ ４７ ．７１ ３５ ．１３ ２８ ．１９ ３６ ．６８ ８． ３１ ４２ ．６５ ４９ ．０４ ２１ ．１０ ３９ ．０９ ３９ ．８１

１９６０ １０ ．１２ ５６ ．９９ ３２ ．８９ １４ ．３４ ３９ ．２６ ４６ ．４０ ３４ ．０１ ２９ ．３０ ３６ ．６８ ８． ０４ ４３ ．８０ ４８ ．１６ ２０ ．２０ ４０ ．６５ ３９ ．１５

１９６１ ９． ４５ ５８ ．１１ ３２ ．４４ １３ ．２１ ４０ ．２５ ４６ ．５４ ３２ ．３５ ３０ ．７１ ３６ ．９４ ６． ８６ ４５ ．２３ ４７ ．９１ １９ ．２６ ４２ ．２２ ３８ ．５２

１９６２ ９． １４ ５６ ．７８ ３４ ．０８ １２ ．５９ ３９ ．５０ ４７ ．９１ ３０ ．８４ ３１ ．９６ ３７ ．２０ ５． ９８ ４６ ．０２ ４８ ．００ １８ ．２０ ４４ ．１３ ３７ ．６７

１９６３ ８． ４１ ５６ ．９４ ３４ ．６５ １１ ．６２ ４０ ．０２ ４８ ．３７ ２８ ．７４ ３２ ．６４ ３８ ．６３ ５． ３３ ４５ ．８４ ４８ ．８２ １７ ．４１ ４５ ．２９ ３７ ．３０

１９６４ ７． ８６ ５７ ．１７ ３４ ．９７ １０ ．５４ ４０ ．５２ ４８ ．９４ ２７ ．０８ ３３ ．３２ ３９ ．６１ ５． ０５ ４５ ．７９ ４９ ．１６ １６ ．７８ ４６ ．１６ ３７ ．０７

１９６５ ７． ８６ ５５ ．８７ ３６ ．２８ １０ ．５２ ３９ ．１５ ５０ ．３３ ２５ ．５８ ３３ ．６０ ４０ ．８１ ４． ８０ ４５ ．２８ ４９ ．９２ １６ ．４４ ４６ ．５２ ３７ ．０４

１９６６ ７． ５２ ５５ ．８１ ３６ ．６７ １０ ．２０ ３８ ．３７ ５１ ．４３ ２４ ．３５ ３３ ．６７ ４１ ．９９ ４． ３５ ４４ ．５２ ５１ ．１３ １６ ．４０ ４６ ．１７ ３７ ．４３

１９６７ ７． ２０ ５６ ．９６ ３５ ．８４ ９． ８７ ３９ ．２１ ５０ ．９２ ２３ ．２７ ３４ ．６１ ４２ ．１２ ３． ８７ ４５ ．０５ ５１ ．０８ １６ ．３１ ４６ ．６６ ３７ ．０３

１９６８ ６． ６０ ５７ ．２５ ３６ ．１４ ８． ７６ ４０ ．００ ５１ ．２４ ２２ ．３６ ３４ ．５７ ４３ ．０７ ３． ２９ ４４ ．４２ ５２ ．２９ １６ ．１９ ４７ ．６５ ３６ ．１５

１９６９ ５． ９２ ５８ ．２５ ３５ ．８３ ７． ３６ ３８ ．６１ ５４ ．０３ ２１ ．５１ ３４ ．９０ ４３ ．５９ ３． １５ ４４ ．２４ ５２ ．６１ １５ ．９８ ４８ ．６０ ３５ ．４２

１９７０ ５． ２１ ５９ ．１３ ３５ ．６５ ６． ７４ ４２ ．３１ ５０ ．９５ ２０ ．１８ ３４ ．８３ ４４ ．９９ ３． ０６ ４４ ．１１ ５２ ．８４ １５ ．６１ ４９ ．０５ ３５ ．３４
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１９８５ ３． ０２ ５１ ．３４ ４５ ．６４ ３． ３５ ３５ ．９８ ６０ ．６７ １１ ．０１ ３３ ．２１ ５５ ．７８ ２． ６６ ３７ ．１９ ６０ ．１４ ユ４ ．５５ ４２ ．４７ ４２ ．９８

１９８６ ２． ９４ ４９ ．６２ ４７ ．４４ ３． １６ ３５ ．３３ ６１ ．５１ １Ｏ ．５９ ３２ ．９９ ５６ ．４３ ２． ５８ ３６ ．７１ ６０ ．７２ １４ ．２４ ４２ ．０７ ４３ ．６９

１９８７ ２． ７３ ４８ ．８３ ４８ ．４４ ２． ９６ ３５ ．３２ ６１ ．７２ １０ ．２６ ３２ ．５９ ５７ ．１５ ２． ４２ ３６ ．１７ ６１ ．４０ １３ ．６３ ４０ ．７５ ４５ ．６２

１９８８ ２． ５９ ４９ ．３９ ４８ ．０２ ２． ８０ ３５ ．８７ ６１ ．３３ ９． ８０ ３３ ．２１ ５６ ．９９ ２． ２９ ３６ ．７１ ６０ ．９９ ユ３ ．３１ ４０ ．５７ ４６ ．１２

１９８９ ２． ５０ ４９ ．５８ ４７ ．９２ ２． ７０ ３６ ．０６ ６１ ．２５ ９． ３４ ３３ ．５８ ５７ ．０８ ２． １７ ３６ ．８４ ６０ ．９９ １２ ．８５ ４０ ．６０ ４６ ．５５

１９９０ ２． ４２ ４９ ．８０ ４７ ．７８ ２． ６６ ３６ ．４３ ６０ ．９０ ８． ９２ ３３ ．６３ ５７ ．４５ ２． ０３ ３６ ．７１ ６１ ．２６ １２ ．３４ ４０ ．６６ ４７ ．０１

１９９１ ２． ２９ ４９ ．６０ ４８ ．１２ ２． ４９ ３６ ．５１ ６１ ．００ ８． ４２ ３４ ．０３ ５７ ．５５ １． ９６ ３６ ．９４ ６１ ．１０ １１ ．６７ ４０ ．２７ ４８ ．０７

１９９２ ２． ２１ ４８ ．０５ ４９ ．７４ ２． ３８ ３５ ．７４ ６１ ．８７ ８． ０７ ３４ ．１６ ５７ ．７６ １． ９１ ３６ ．９３ ６１ ．１６ １１ ．３９ ４０ ．２８ ４８ ．３３

１９９３ ２． ０９ ４６ ．８９ ５１ ．０２ ２． ２０ ３４ ．８５ ６２ ．９６ ７． ６６ ３３ ．８６ ５８ ．４７ １． ８２ ３６ ．５６ ６１ ．６２ １１ ．２１ ４０ ．ＯＯ ４８ ．７９

１９９４ ２． １５ ４５ ．５７ ５２ ．２７ ２． ２６ ３３ ．８４ ６３ ．９０ ７． ５２ ３３ ．５８ ５８ ．９０ １． ８０ ３６ ．１５ ６２ ．０６ １１ ．０９ ３９ ．６９ ４９ ．２３

１９９５ １． ９８ ４５ ．１７ ５２ ．８６ ２． ０６ ３３ ．６０ ６４ ．３４ ７． ４３ ３３ ．０９ ５９ ．４８ １． ７７ ３５ ．５８ ６２ ．６５ １０ ．９４ ３９ ．５０ ４９ ．５５

１９９６ １． ９０ ４４ ．９８ ５３ ．１２ １． ９９ ３３ ．４７ ６４ ．５４ ７． ２５ ３２ ．８９ ５９ ．８６ １． ７６ ３５ ．２９ ６２ ．９４ １０ ．７３ ３９ ．２５ ５０ ．０２

その割合を高めたのは，第３次産業のみである 。

　　図２によると ，第１次産業の付加価値額の割合は，１９５５年の２１ ．１２％から ，１９９６年の１ ．９９％に

継続的に低下している。第２次産業の割合は，１９５５年の３１ ．８４％から ，１９９６年の３３ ．４７％に増加し

ているが，この問の変化も生産額における場合と同様に，１９７０年の４２ ．３１％ま増加傾向を継続し

た後，漸減傾向を示している 。第３次産業の割合は，１９５５年の４７ ．０４％から ，１９９６年の６４ ．５４％に

継続的に増加している 。結果的に，産業別名目付加価値額において，１９５５年に比して ，１９９６年で

その割合を高めたのは，第２次産業と第３次産業である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６４）
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　図１のグラフと図２のグラフとでは基本的な傾向として，１）第１次産業の割合は，継続的に低

下している ，２）第２次産業の割合は，１９７０年までは増加し，その後低下している ，３）第３次産業

の割合は継続的に増加しているという点は共通しているが，図１と２から受ける印象はかなり異

なっ ている 。このような印象を与える理由は，１）生産額に占める割合で，第３次産業が第２次産

業を上回 ったのは，１９８０年代後半であるが，付加価値に占める割合では，１９５５年以降常に第３次

産業の方が第２次産業を上回 っていた，２）第２次産業の生産額の割合は，１９９６年に１９５５年の水準

を下回 っているが，付加価値の割合は，１９９６年の割合の方が１９５５年の割合より大きくな っている ，

３）第１次産業の生産額における割合は，１９５５年では ，１５ ．９６％にすぎないが，付加価値では ，

２１ ．１２％を占めていたこと等である 。よっ て， 両者の関係を確認するため，図６に産業別付加価

値率（生産額に占める付加価値の割合）を示し，この変化を検討する 。

　図６に示した，産業別付加価値率の推移によると ，１）付加価値率は，第３次産業で最も高く ，

ついで，第１次産業であり ，第２次産業の付加価値率が最も低くなっ ている ，２）第１次産業の付

加価値率は，若干の変動はあるが，６０％前後で相対的に安定している ，３）第２次産業の付加価値

率は ，１９５５年の２８ ．３７％から ，１９９６年の４０ ．７５％へ傾向的に増加している ，４）第３次産業の付加価

値率は，１９６９年に１０％程度急増したが，他の期間では漸増傾向で安定している等が読みとれる 。

　付加価値率の推移，特に第２次産業における付加価値率の傾向的上昇に関しては今後詳しい分

析が必要である 。ここでは，図１と図２における印象の違いが，付加価値率における変動形態の

相違から説明できることを確認するにとどめる。図１と図２における相違点の，１）は第２次産業

と第３次産業における付加価値率が大きく異なっ ていることによっ て説明することができる 。２）

は， 第２次産業の付加価値率における増加率が，第３次産業におけるよりも大きいことから説明

することが可能である ，３）は，第１次産業における付加価値率における増加率が他の産業に比し

て小さいことから説明できる 。結局，今後検討すべき指標は，産業別の付加価値率の推移である

といえる 。

　次に，図３と図４に示した雇用関係の指標を検討する 。図３でみると ，第１次産業の就業者割

合は ，１９５５年の４２ ．４６％から ，１９９６年の７ ．２５％に低下している 。低下の程度は１９７３年までが急激

であり ，１９７４年以降はぺ 一スが低下しているが，継続的に割合が低下してきている 。第２次産業

では，１９５５年の３１ ．８４％から１９９６年の３３ ．４７％にやや増加しているが，その値が最大であ ったのは ，

１９７３年の３６ ．２５％であり ，それまでは継続的に増加し，それ以後は継続的に低下してきている 。

第３次産業では，１９５５年の３３ ．８４％から ，１９９６年の５９ ．８６％まで継続的にその割合を高めている 。

　図４をみると ，図３とは状況が大きく異なっ ている 。これは，同じ雇用統計であ っても就業者

数と雇用者数が定義的に相違しているからである 。第１次産業，特に農林水産業の従業者は，自

営業者の占める割合が高く ，雇用者は相対的に少なくなっ ている 。図４では，第１次産業の雇用

者数が，１９５５年の１０ ．７６％から ，１９９６年の１ ．７６％に継続的に低下している 。第２次産業では ，

１９５５年の３９ ．２２％から ，１９９６年の３５ ．２９％に低下している 。この問の１９６２年に４６ ．０２％で最も割合

が高くなっ ている 。第３次産業では，１９５５年の５０ ．０２％から ，１９９６年の６２ ．９４％に割合を高めてい

る。

　就業者数の割合と雇用者数の割合では，変動形態が大きく異なっ ており ，第１次産業の変化を

検討する際には，就業者数を用いる方が変動形態を捕捉しやすい。そこで，第２次産業と第３次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６５）
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産業とにおける構成に関しても両指標問で相違があるかどうかを確認するため，図７に就業者数 ，

雇用者数の第２次産業と第３次産業とにおける構成比率を示しておく 。図７から明らかなように ，

第１次産業の構成比率には大きな差があ ったものの，第２次産業と第３次産業の構成比率に関し

ては，数値的に若干の相違があるのみで変動形態はほほ共通である 。第２次産業の相対的比率が

最も高か ったのは，いずれの指標でも１９６２年であり ，就業形態的には，高度成長期の比較的早い

時期から ，第２次産業よりも第３次産業における雇用吸収力が増加していたことがわかる 。また ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６６）
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数よりも就業者数を利用することが適当である 。

　最後に資本ストッ クの産業別割合の変化を図５によっ て検討する 。第１次産業の資本ストッ ク

の割合は，１９５５年の２１ ．１３％から ，１９９６年の１０ ．７３％に継続的に低下している 。しかしながら ，こ

の低下のぺ 一スは，これまで検討してきた他の指標に比べてはるかかに遅い。第２次産業では ，

１９５５年の３８ ．４８％から ，１９９６年の３９ ．２５％にやや増加している 。この問の１９７１年に最高の４９ ．５０％

にまで上昇した後，継続的に低下してきている 。第３次産業では ，１９５５年の４０ ．３９％から ，１９９６

年の５０ ．０２％に上昇しているが，１９７１年までの期間は，割合が低下し，その後増加に転じている 。

　資本ストッ クの産業別割合の推移は，他の指標とは異なっ た変動形態を示している 。ここの点

を確認するため，図８に産業別の資本装備率，図９に産業別の資本当たり生産性を示してある 。

図８によると ，各産業とも急激に資本装備率を高めているが，最も急激に資本装備率を高めてい

るのが第１次産業であり ，最も増加率が小さいのが第３次産業である。第１次産業では，生産額

における割合を急速に低下させ，就業者数の割合も急激に低下しているが，この間に資本ストッ

クを他の産業分野以上に蓄積し，資本装備率を高めることによっ て， 生産活動を継続しているこ

とが読みとれる 。これに対して，生産額，就業者数で最も割合を高めている第３次産業では，資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６７）
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１９８０年以降では，第１次産業における従業者が

減少していることの結果，両指標の差は非常に

小さくなっ ている 。なお，就業者数と雇用者数

とでは，パートタイム等の労働力の反映のされ

方も異なっ ているが，この図を見る限り ，こう

した雇用形態の相違は，第２次産業と第３次産

業との問で顕在化していないことになる 。よっ

て， 産業構造変化を議論する場合には，雇用者
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本ストッ クの蓄積はそれほど速くなく ，結果的に資本装備率の最も低い産業分野になっ ている 。

図９によると各産業とも資本当たり生産性は急激に低下しているが，第１次産業における低下率

が最も大きく ，次いで第３次産業であり ，最も低下率が小さいのが第２次産業である 。

　以上では３産業分類によっ て， 産業構造の変化を記述する基本的な指標の変動形態とこれに関

連する指標の変動形態とを確認した。３産業分類に限定しても ，これらの指標の変動形態が明確

に対応しているわけではなく ，指標によっ て産業構造変化の説明に相違が発生する可能性が明ら

かになっ た。 また，各産業の特性を明らかにするためには，特定の指標に依るばかりではなく ，

他の加工系列をも利用する事が必要であることも併せて明らかになっ た。

　ところで，こうした産業構造変化を発生させる要因としてとのような指標を利用することが適

切であるのかを別途検討する事が必要であろう 。こうした要因に関しては多様な説明が可能であ

るが，ここでは４種類の指標の変化と産業構造変化を関係つけて論じることが可能であるかとう

かを検討する 。これらの要因は，１）各産業分野の生産物価格指数の変化，２）産業別就業者１人当

たり賃金率（ここでは雇用者所得を就業者数で割 った値を用いる），３）資本ストッ クに占める投資金額

の割合，４）就業者１人当たりの生産性である 。１）に関しては，相対的に価格上昇率の高い産業分

野に重点が移ることが予想されるが，この点が確認できるかどうかをみることが目的である 。２）

に関しては，相対的に賃金率上昇率の高い産業分野に雇用が集中することが予想されるがこの点

が確認できるかを検討するのが目的である 。３）に関しては，成長する産業分野では投資活動が活

発になることが想定されるが，この点が確認されるかどうかをみることが目的である 。４）に関し

ては，労働生産性が高い産業分野の成長率が高いことが産業の成長率を高めることが予想される

が， この点が確認されるかどうかを判定することが目的である 。

　図１０の生産物価格指数の推移をみると ，産業間の生産物価格上昇率には大きな差が認められな

い。１９５５年から１９９６年の間で価格上昇率が最も高か ったのが第３次産業であり ，最も価格上昇率

の低か ったのが，第２次産業であり ，この中間が第１次産業であることは明らかであるが，産業

ごとの年平均上昇率の差は大きなものではなく ，第１次産業で，４ ．１３％，第２次産業で，３ ．１７％
，

第３次産業で，４ ．９３％である 。これは，各産業の生産性上昇率とは関係なく ，所得保障の目的で ，

価格が引き上げられたり ，貿易財の価格設定が国際価格に依存し，非貿易財の価格設定が国内要

因のみによっ て決まる等の要因が影響していると考えられる 。

　図１１の就業者１人当たりの実質所得（第１次産業に関しては，雇用者所得十営業余剰を就業者数で割

り， 第２次，第３次産業では雇用者所得を就業者数で割 った上で，家計最終消費支出デフレータによっ て実

質化している）をみると ，第１次産業における実質所得の増加率が，第２次，３次産業に比べて

非常に低いことが顕著に現れている。第２次産業と第３次産業との間にはほとんど差がない 。

　図１２に示した，資本ストッ クに占める新設投資額の割合でも ，第１次産業における割合が最も

小さくなっ ている 。しかしながら ，図１１に示した実質所得ほどの顕著な相違ではない。第２次産

業と第３次産業とでは，ほほ平行して変動しているが，第１次オイル ・シ ョソ ク以前では第２次

産業の方が資本ストッ クに占める投資の割合が大きく ，第１次オイル ・シ ョッ ク以後では，第３

次産業の方が大きくなっ ている 。

　図１３に示した，労働生産性の上昇率においては，３産業の相違がきわめて顕著に現れている 。

第１次産業の労働生産性は，１９５５年においても極端に小さか ったが，それ以後の成長率も最も低

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６８）
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く， 差は拡大している 。１９５５年時点では，第２次産業の労働生産性が第３次産業の労働生産性を

上回 っていたが，両者には大きな差がなかった。しかしながら ，１９６０年代以降両者の差は拡大を

続けている 。第２次産業の労働生産性は，第１次オイル ・シ ョッ ク期と平成不況の開始期にやや

低下した以外は継続的に増加している 。一方第３次産業の労働生産性はほぼ単調に増加している 。

　本節では基本的な３産業分類に従 って，１９５５年以降の産業構造の変化を確認してきた。ここに

示した事実関係は，個別にはすでによく知られた関係である 。しかしながら ，産業構造の変化を

いかなる指標でとらえるのか，産業構造の変化を引き起こす理由は何であるのかといっ た基本的

な問題に限定しても本節に示したデータの確認作業によっ ては必ずしも明確な結論を導くことは

困難である 。本節の検討は，課題整理が目的であり ，３節と４節でより細かな産業分類によっ て

データを整理することにより問題が解決するのか，より一層複雑化するのかを検討する 。

３． 産業大分類における産業構造の変化

　前節同様本節でも基本的な指標を利用して産業大分類における産業構造の変化を確認する作業

を行う 。前節でみたように，第１次産業のデータを含む場合には，雇用者数の産業別割合には大

きな意味がない。ここでは，表２に産業別生産額割合の推移を，表３に産業別付加価値割合の推

移， 表４に産業別就業者の割合の推移，表５に産業別取り付け資本ストッ クの割合の推移を示す 。

本節の分析では，政府サ ーヒス生産者と対家計民問非営利サ ーヒス生産者のテータは含まず，純

粋の民問産業部門のデータのみを用いて検討を加える 。産業大分類では，第１次，第２次産業に

おける分類は荒く ，第３次産業分野の分類が比較的細かくなっ ているので，本節の検討は，第３

次産業における変化を検討するという意味もある 。

　表２の産業別生産額割合の変化によると ，１９５５年に比して ，１９９６年において割合を高めている

産業分野は，建設業（６ ．５２％から１１ ．６３％），電気 ・ガス ・水道業（１ ．８８％から２ ．５８％），卸売 ・小売

業（１０ ．０３％から１０ ．６９％） ，金融 ・保険業（２ ．４８％から３ ．９３％），不動産業（３ ．０１％から８ ．４６％），運

輸・ 通信業（５ ．３３％から５ ．７９％） ，サ ービス業（８ ．２８％から１７ ．５９％）である 。これに対して，割合が

低下しているのが，農林水産業（１５ ．４７％から１ ．８４％） ，鉱業（１ ．４４％からＯ ．２３％），製造業（４５ ．５６％

から３７ ．２６％）となっ ている 。結果的に，第１次，第２次産業に分類される産業で生産額の割合を

高めているのは，建設業のみであり ，第３次産業に分類され産業ではすべての産業分野で割合を

高めていることになる 。

　生産額に占める農林水産業と鉱業の割合は，継続的に低下してきているが，製造業では ，１９７０

年の５１ ．８５％まで割合を高め続け，それ以後はほぼ継続的に割合を低下させてきている 。建設業

では，１９７３年の１１ ．４０％まで継続的に割合を高めた後，１９８０年代前半にかけて割合が低下し ，

１９８０年代後半以降再度増加に転じている 。

　第３次産業に分類される産業分野では，各産業分野共に生産額に占める割合を高めてきている

が， 変化の形状は産業分野ごとに一様ではない。卸売 ・小売業における増加のぺ 一スが最も低く ，

生産額に占める割合を増減させつつ推移しており ，最も割合が高か ったのが，１９８３年の１１ ．８３％

であり ，最も割合が低か ったのが，１９６２年の９ ．１７％である 。これに対して，生産額に占める割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６９）
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表２　産業別生産額割合の変化（産業大分類）

農林水
鉱　業 製造業 建設業 電気 ・ガ 卸売 ・ 金融 ・ 不動産 運輸 ・ サービ

産業 ス・ 水道業 小売業 保険業 業 通信業 ス業

１９５５ １５ ．４７ １． ４４ ４５ ．５６ ６． ５２ １． ８８ １０ ．０３ ２． ４８ ３． ０１ ５． ３３ ８． ２８

１９５６ １２ ．８２ １． ４５ ４９ ．４２ ６． ８９ １． ７９ ９． ２９ ２． ３０ ３． ０４ ５． ２５ ７． ７３

１９５７ １２ ．０５ １． ４２ ５０ ．０７ ７． ２４ １． ７４ ９． ２３ ２． ３０ ３． ０６ ５． ２４ ７． ６６

１９５８ １２ ．１Ｏ １． ３４ ４７ ．４８ ７． ２１ １． ９３ ９． ６７ ２． ６６ ３． ６４ ５． ４６ ８． ５２

１９５９ １０ ．８１ １． １２ ４９ ．６５ ７． ４８ １． ８７ ９． ３８ ２． ５５ ３． ７３ ５． ２１ ８． ２０

１９６０ ９． ５７ １． ０２ ５１ ．６０ ８． ０５ １． ８５ ８． ８８ ２． ３６ ３． ６１ ４． ９０ ８． １４

１９６１ ８． ９９ Ｏ． ８９ ５２ ．１８ ８． ５６ １． ８５ ８． ８９ ２． ４６ ３． ５９ ４． ８８ ７． ７３

１９６２ ８． ７０ ０． ８８ ５０ ．６３ ８． ８９ １． ９２ ９． １７ ２． ８５ ３． ８１ ５． ０１ ８． １４

１９６３ ８． ０６ Ｏ． ７６ ５０ ．７５ ９． ０１ １． ８５ ９． ４４ ２． ８５ ３． ９９ ５． ０３ ８． １９

１９６４ ７． ５３ ０． ７２ ５０ ．７７ ９． ２７ １． ８８ ９． ６８ ２． ８５ ４． １５ ５． ０７ ８． ０７

１９６５ ７． ５６ Ｏ． ７２ ４９ ．７２ ９． １５ １． ９４ ９． ８１ ２． ９８ ４． ５８ ５． ２５ ８． ２９

１９６６ ７． １９ ０． ７３ ４９ ．３８ ９． ３６ １． ８６ １０ ．２８ ２． ８７ ４． ６５ ５． ３１ ８． ３７

１９６７ ６． ８８ ０． ６８ ５０ ．３５ ９． ４３ １． ７８ ９． ９４ ２． ８０ ４． ５４ ５． １０ ８． ５１

１９６８ ６． ２６ ０． ６７ ５０ ．３９ ９． ６７ ユ． ７３ １Ｏ ．２３ ２． ７８ ４． ４４ ４． ９４ ８． ９０

１９６９ ５． ５６ ０． ６４ ５１ ．１６ ９． ８９ １． ６８ １０ ．１３ ２． ７１ ４． ３５ ４． ７９ ９． ０９

１９７０ ４． ８４ ０． ６２ ５１ ．８５ １０ ．１０ １． ５５ ユ０ ．２７ ２． ７１ ４． ３７ ４． ７２ ８． ９５

１９７１ ４． ４４ ０． ６１ ５０ ．６７ １０ ．２２ ユ． ５９ １０ ．２２ ３． ０６ ４． ７９ ４． ９１ ９． ４８

１９７２ ４． ３５ ０． ５７ ４９ ．４７ １０ ．７１ １． ５８ １０ ．４５ ３． ２３ ４． ９４ ４． ６８ １０ ．０３

１９７３ ４． ３７ ０． ５７ ５０ ．２８ １１ ．４０ １． ４６ ９． ９９ ３． １８ ４． ７７ ４． ４３ ９． ５４

１９７４ ４． ２２ ０． ５９ ５０ ．８６ １０ ．８３ １， ６７ １０ ．４０ ３． ２４ ４． ３２ ４． ４９ ９． ３８

ユ９７５ ４． ３４ ０． ４７ ４７ ．７７ １１ ．２４ １． ９６ １０ ．６２ ３． ４８ ４． ６１ ４． ９８ １Ｏ ．５３

１９７６ ４． ２０ ０． ４５ ４８ ．３１ １０ ．８７ ２． ０５ １０ ．７３ ３． ３５ ４． ７１ ５． ０６ １０ ．２８

１９７７ ４． １１ Ｏ． ４８ ４７ ．３９ １０ ．７３ ２． ２６ ユＯ ．８３ ３． ３５ ５． ０３ ５． ２２ １０ ．６０

１９７８ ３． ８７ ０． ５１ ４６ ．１７ １１ ．１３ ２． ２４ １０ ．８６ ３． ４９ ５． ３６ ５． ３１ １１ ．０７

１９７９ ３． ６３ ０． ５２ ４６ ．４４ １１ ．３３ ２． ２４ １０ ．７２ ３． ４５ ５． ３１ ５． １７ １１ ．１９

１９８０ ３． ２４ Ｏ． ５２ ４７ ．９０ １０ ．９０ ２． ６６ １０ ．９４ ３． ２９ ５． ０８ ５． ０５ １０ ．４３

１９８１ ３． １７ Ｏ． ４８ ４７ ．３５ １０ ．６７ ２． ８７ ユＯ ．９１ ３． ２５ ５． ２２ ５． ユ６ １０ ．９３

１９８２ ３． １１ ０． ４３ ４６ ．３７ １０ ．３５ ２． ８８ １１ ．０５ ３． ５２ ５． ４０ ５． ２５ １１ ．６５

１９８３ ３． ０８ ０． ３７ ４５ ．８８ ９． ７３ ２． ９５ １１ ．１３ ３． ７５ ５． ５７ ５． ３６ １２ ．１８

１９８４ ３． ０３ Ｏ． ３４ ４６ ．４４ ９． ３３ ２． ９３ １０ ．７５ ３． ７４ ５． ６１ ５． ４１ １２ ．４２

１９８５ ２． ９４ Ｏ． ３１ ４５ ．９２ ９． ２０ ２． ９４ ユＯ ．５１ ３． ９０ ５． ８０ ５． ４４ １３ ．０４

１９８６ ２． ８７ Ｏ． ３０ ４３ ．８１ ９． ６９ ２． ８４ １０ ．８１ ４． ２２ ６． １５ ５． ４４ １３ ．８６

１９８７ ２． ６６ ０． ２９ ４２ ．３０ １０ ．３６ ２． ７２ １１ ．０６ ４． ５６ ６． ４７ ５． ４６ １４ ．１２

１９８８ ２． ５１ ０． ２８ ４２ ．４５ １０ ．７３ ２． ５６ １１ ．０２ ４． ６０ ６． ４５ ５． ４２ １３ ．９８

１９８９ ２． ４２ ０． ２７ ４２ ．３３ １０ ．９６ ２． ４０ １０ ．７６ ４． ９６ ６． ４２ ５． ４３ １４ ．０４

１９９０ ２． ３４ ０． ２７ ４２ ．１８ １１ ．３２ ２． ３５ １０ ．８７ ４． ７４ ６． ３９ ５． ３１ １４ ．２５

１９９１ ２． ２０ ０． ２６ ４１ ．８７ １１ ．４０ ２． ３６ １１ ．０８ ４． ３４ ６． ５３ ５． ２７ １４ ．７０

１９９２ ２． １２ ０． ２６ ４０ ．２３ １１ ．５５ ２． ４２ １１ ．１０ ４． ３５ ７． ００ ５． ２７ １５ ．７０

１９９３ ２． ０２ Ｏ． ２５ ３８ ．８０ １１ ．９７ ２． ４８ １０ ．９３ ４． １１ ７． ６３ ５． ４２ １６ ．４０

１９９４ ２． １１ ０． ２３ ３７ ．４９ １１ ．９５ ２． ５８ １０ ．８９ ４． ２８ ８． ０９ ５． ５４ １６ ．８４

１９９５ １． ９２ Ｏ． ２３ ３７ ．６３ １１ ．４５ ２． ６０ ユ０ ．９１ ４． ２６ ８． ３０ ５． ６３ １７ ．０７

１９９６ １． ８４ ０． ２３ ３７ ．２６ １１ ．６３ ２． ５８ １０ ．６９ ３． ９３ ８． ４６ ５． ７９ １７ ．５９

の増加率が大きいのが，不動産業とサービス業である。両産業では，ほぼ一貫して生産額に占め

る割合を増加させ続けている 。中問的な変化を示しているのが，金融 ・保険業と運輸 ・通信業で

ある 。金融 ・保険業では，１９９０年まではほぼ安定的に割合を高めてきたが，１９９０年代に入 って割

合が低下してきている。ここにはバブル崩壊の影響が顕著に現れているということができる 。こ

れに対して，運輸 ・通信業では，第１次オイル ・シ ョッ クの発生した１９７３年までは割合を低下さ

せつつ変化しており ，それ以後割合が上昇してきている 。

　表３に示した，産業別の付加価値の割合では，生産額の割合とは若干様相が異なっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７０）



戦後日本の産業構造変化一データによる確認（平田）

表３　産業別付加価値割合の推移（産業大分類）

１４７

農林水 鉱　業 製造業 建設業 電気 ・ガ 宏口売 金融 ・ 不動産 運輸 ・ サービ
産業 ス・ 水道業 小売業 保険業 業 通信業 ス業

１９５５ ２０ ．９７ ２． ０７ ２９ ．９８ ４． ７６ ２． ５０ １１ ．２５ ４． ２８ ５． ８５ ７． ６９ １０ ．６４

１９５６ １７ ．８２ ２． ２５ ３２ ．９４ ４． ６３ ２． ４２ １１ ．４６ ４． １６ ６． ４１ ８． ０５ ９． ８６

１９５７ １６ ．９４ ２． ３１ ３３ ．５６ ４． ７７ ２． ３４ １１ ．６５ ４． ２４ ６． ７０ ８． １６ ９． ３４

１９５８ ユ６ ．３２ ２． １１ ３１ ．９８ ５． ３９ ２． ６７ １１ ．７３ ４． ４８ ７． ４６ ８． ３２ ９． ５４

１９５９ １５ ．４０ １． ７４ ３４ ．１５ ５． ユ９ ２． ７２ １１ ．７５ ４． ２１ ７． ８９ ８． ３０ ８． ６６

１９６０ １３ ．８１ １． ６２ ３６ ．３８ ５． ８７ ２． ６７ １２ ．２２ ３． ７１ ７． ９９ ７． ８１ ７． ９２

１９６１ １２ ．８７ １． ３０ ３７ ．２５ ５． ９４ ２． ７５ １２ ．６９ ３． ８４ ７． ９３ ７． ８５ ７． ５９

１９６２ １２ ．２７ １． ２８ ３６ ．ＯＯ ６． ５３ ２． ８９ １２ ．８２ ４． ４３ ８． ０９ ７． ８５ ７． ８５

１９６３ １１ ．４７ １． ０８ ３６ ．５０ ６． ７１ ２． ８７ １２ ．８３ ４． ４６ ８． ２６ ７． ９２ ７． ９１

１９６４ １０ ．３２ １． ０７ ３７ ．０９ ６． ６９ ２． ７８ １３ ．３７ ４． ５７ ８． ３２ ７． ８１ ７． ９９

１９６５ １０ ．３５ １． ０６ ３５ ．５４ ６． ９２ ２． ８５ ！３ ．３８ ４． ７３ ９． ０３ ７． ８９ ８． ２４

１９６６ ９． ９３ １． １２ ３４ ．８２ ６． ７４ ２． ７４ １４ ．４２ ４． ５７ ９． ２０ ８． ０２ ８． ４５

１９６７ ９． ６７ Ｏ． ９９ ３５ ．９８ ６． ３７ ２． ５５ １４ ．０６ ４． ５８ ８． ９９ ７． ７８ ９． ０３

１９６８ ８． ５１ ０． ９３ ３６ ．４５ ６． ６６ ２． ４９ １４ ．７９ ４． ６１ ８． ３９ ７． ４５ ９． ７２

１９６９ ７． ４９ Ｏ． ９２ ３６ ．９６ ７． １９ ２． ４３ １４ ．５３ ４． ５０ ８． ４１ ７． ３４ １０ ．２３

１９７０ ６． ３８ Ｏ． ８８ ３７ ．５１ ８． ０３ ２． ２１ １４ ．９６ ４． ４３ ８． ３８ ７． １７ １０ ．０５

１９７１ ５． ５５ Ｏ． ８２ ３６ ．９０ ８． ４７ ２． １９ １４ ．７１ ４． ８９ ９． ０５ ７． ０８ １０ ．３２

１９７２ ５． ７０ Ｏ． ７５ ３６ ．００ ８． ７６ ２． ０２ １４ ．７６ ５． １３ ９． １８ ６． ５９ １１ ．１Ｏ

１９７３ ６． １４ Ｏ． ７６ ３６ ．３８ ９． ０６ １． ７８ １４ ．８１ ５． １１ ９． ０６ ６． ４１ １０ ．４９

１９７４ ５． ８８ ０． ７４ ３５ ．３４ ９． １７ １． ６９ １６ ．ＯＯ ５． ４８ ８． ５７ ６． ３５ １０ ．７９

１９７５ ５． ８７ Ｏ． ５６ ３２ ．３０ １０ ．３３ ２． １６ １５ ．８１ ５． ６２ ８． ７５ ６． ８８ １１ ．７２

１９７６ ５． ６８ Ｏ． ５４ ３２ ．７２ ９． ７２ ２． ３２ １６ ．０７ ５． ３５ ９． １０ ７． ０３ １１ ．４８

１９７７ ５． ４４ Ｏ． ５５ ３２ ．０６ ９． ２５ ２． ６０ １５ ．８１ ５． ２４ ９． ６４ ７． ４７ １１ ．９４

１９７８ ４． ９６ Ｏ． ５８ ３１ ．７８ ９． ７４ ２． ６２ １５ ．４５ ５． ４０ ９． ９９ ７． ２９ １２ ．１８

１９７９ ４． ６４ Ｏ． ６０ ３１ ．２７ １０ ．１３ ２． ４２ １５ ．５５ ５． ５１ １Ｏ ．１２ ６． ９８ １２ ．７８

１９８０ ３． ９４ ０． ６１ ３１ ．３２ １０ ．０４ ２． ９３ １６ ．４１ ５． ５５ １０ ．１０ ６． ５９ １２ ．５１

１９８１ ３． ７８ Ｏ． ５３ ３１ ．２４ １Ｏ ．２３ ３． ０８ ユ６ ．０５ ５． １３ １０ ．１７ ６． ７２ １３ ．０６

１９８２ ３． ６５ Ｏ． ４７ ３１ ．０２ ９． ７９ ３． ０５ １５ ．９８ ５． ５３ １０ ．１５ ６． ７６ ユ３ ．５９

１９８３ ３． ６０ Ｏ． ４１ ３０ ．９３ ８． ８１ ３． ３３ １５ ．７３ ５． ８２ １０ ．３７ ６． ９０ １４ ．１１

１９８４ ３． ５３ Ｏ． ３６ ３１ ．６５ ８． ５１ ３． ３８ １４ ．８９ ５． ６２ １０ ．５７ ７． ０８ ユ４ ．４１

１９８５ ３． ３９ Ｏ． ３２ ３１ ．４３ ８． ４３ ３． ４２ １４ ．２２ ５． ６４ １０ ．７４ ７． ＯＯ １５ ．４０

１９８６ ３． ２０ Ｏ． ３１ ３０ ．５３ ８． ６５ ３． ６０ １４ ．１３ ５． ８１ １１ ．０８ ７． ０７ １５ ．６３

１９８７ ３． ＯＯ ０． ２８ ２９ ．８１ ９． ２８ ３． ４０ １４ ．２６ ６． ユ３ １１ ．４７ ７． ０９ １５ ．２７

１９８８ ２． ８２ Ｏ． ２７ ２９ ．７７ ９． ８３ ３． １８ １４ ．２２ ６． ３７ １１ ．５４ ７． ０８ １４ ．９２

１９８９ ２． ７３ ０． ２４ ２９ ．５１ １０ ．２２ ２． ９０ １４ ．ＯＯ ６． ６７ １１ ．４７ ７． １８ １５ ．０９

１９９０ ２． ６６ Ｏ． ２７ ２９ ．５１ １０ ．５７ ２． ７４ ！４ ．２１ ６． ２２ １１ ．３９ ６． ９３ １５ ．４９

１９９１ ２． ４８ ０． ２６ ２９ ．４１ １０ ．７０ ２． ７６ １４ ．３８ ５． ８１ １１ ．４７ ６． ８５ １５ ．８７

１９９２ ２． ３７ Ｏ． ２６ ２８ ．４６ １０ ．８８ ２． ７９ １４ ．１５ ５． ５１ １２ ．０７ ６． ７４ １６ ．７８

１９９３ ２． ユ８ Ｏ． ２４ ２７ ．０８ １１ ．４０ ２． ８６ １３ ．６８ ５． １５ １２ ．９９ ６． ７４ １７ ．６６

１９９４ ２． ２７ Ｏ． ２３ ２６ ．ＯＯ １１ ．４５ ２． ９８ １３ ．４９ ５． ５１ １３ ．４９ ６． ７６ １７ ．８２

１９９５ ２． ０５ Ｏ． ２４ ２６ ．２１ １１ ．０６ ３． ０２ １３ ．４０ ５． ３５ １３ ，６９ ６． ８９ １８ ．０９

１９９６ １． ９８ Ｏ． ２３ ２５ ．８８ １１ ．２３ ３． ０１ １２ ．９２ ５． ０２ １４ ．０７ ７． ０９ １８ ．５７

１９５５年に比して１９９６年で割合を高めている産業分野は，建設業（４ ．７６％から１１ ．２３％），電気 ・ガ

ス・ 水道業（２ ．５０％から３ ．０１％），卸売 ・小売業（１１ ．２５％から１２ ．９２％），金融 ・保険業（４ ．２８％から

５． ０２％），不動産業（５ ．８５％から１４ ．０７％），サービス業（１０ ．６４％から１８ ．５７％）である 。これに対して

割合を低下させている産業は，農林水産業（２０ ．９７％から１ ．９８％） ，鉱業（２ ．０７％からＯ ．２３％），製造

業（２９ ．９８％から２５ ．８８％），運輸 ・通信業（７ ．６９％から７ ．０９％）である 。生産額では，割合を高めて

いた，運輸 ・通信業が付加価値では割合を低下させている点が異な っている 。

　農林水産業では，全期問を通して，生産額よりも付加価値における割合の方がやや高くな って

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７１）
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いるが，継続的に割合を低下させている点は共通である 。鉱業においても付加価値における割合

の方が生産額における割合よりもやや高い状況で推移してきたが，最近では両者の割合はほぼ等

しくなっ ており ，ここでも継続的に割合を低下させてきている 。製造業では，生産額に比して付

加価値の割合が大幅に低くなっ ており ，付加価値においては，１９７０年の３７ ．５１％が最大であり
，

それ以後は若干振幅を繰り返してはいるが傾向的には割合を低下させる方向で推移してきている 。

高度成長期の日本経済をリードしてきたのは，製造業であると考えられるが，付加価値における

割合では，この点は明確に出ていない。建設業においては，付加価値に占める割合の方が生産額

に占める割合よりも小さな値で推移してきたが，１９９０年代に入 ってその差は小さくなっ ている 。

この緒果，時系列的な変化も生産額に占める割合とほぼ類似しており ，１９７０年代後半以降割合の

増加が停滞し，１９８０年代前半には割合を低下させたが，１９８０年代後半以降再度割合が上昇してき

ている 。付加価値に占める電気 ・ガス ・水道業の割合は，生産額に占める割合以上に変化が激し

くな っている 。これは，原油価格と為替レートの変動が原料価格を大きく変化させることの結果

である 。付加価値に占める卸売 ・小売業の割合は，生産額に占める割合よりも大きく ，１９８０年代

末までは割合を上昇させてきたが，それ以降継続的に割合を低下させている。付加価値に占める

金融 ・保険業の割合は，生産額に占める割合よりはるかに大きくなっ ているが，変化の形状はほ

ほ類似しており ，１９９０年代までは基本的に増加傾向で推移し，１９９０年代に入 って低下傾向を示し

ている 。付加価値に占める不動産業の割合はも生産額に占める割合よりも大きくなっ ており ，ほ

ぼ継続的に割合を高めてきている。付加価値に占める運輸 ・通信業の割合は，生産額に占める割

合と異なり ，１９５５年よりも１９９６年の方が小さくなっ ているが，この間に割合は，増減を繰り返し

ている 。これは，運輸業と通信業における割合の変化が異なっ ていることの結果であると予想さ

れる 。１９９０年代では割合が増加傾向を示しており ，これは主として通信業における付加価値の増

加に依存していることが予想される 。付加価値に占めるサービス業の割合は，１９６５年代前半まで

は低下傾向を示していたが，それ以降は継続的に増加してきている 。

　これまでみてきたように，産業別の生産額に占める割合と付加価値に占める割合とでは，変動

形態に若干の相違があるが，基本的には類似の傾向を示している 。両者の相違を明確にみるため

には，３産業分類の場合と同様に，産業ごとの付加価値率を比較することが必要である。ここで

すべての産業の付加価値率を提示するのは煩雑であるので，特徴的な産業の付加価値率を示すと ，

図１４のようになる 。

　図１４によると ，産業全体の付加価値率は傾向的に上昇している。製造業の付加価値率は産業全

体の値とほぼ平行する形で上昇してきている。極端に付加価値率の高いのが，不動産業であるが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここにおける付加価値率もぺ一スは遅いながら
　　　　　　■１４●８■“■●●口（●８六洲□，
１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上昇を続けている 。これに対して，生産額，付
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　加価値に占める割合を上昇させてきたサーヒス

　業における付加価値率は１９５０年代後半に一度低

　下した後上昇しているが，１９９６年時点でも１９５５

　年時点の水準に回復した程度である 。３産業分

　類の場合と同様にここでも付加価値率の推移を

　産業別に細かく検討することは，産業の特性を

（７７２）
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　　表４　就業者数の産業別割合（産業大分類）

１４９

農林水
鉱　業 製造業 建設業 電気 ・ガ 卸売 ・ 金融 ・ 不動産 運輸 ・ サービ

産業 ス・ 水道業 小売業 保険業 業 通信業 ス業

１９５５ ４３ ．７８ １． ２４ １９ ．４６ ５． ６６ Ｏ． ５２ １２ ．９８ １． ６７ Ｏ． １４ ４． ６８ ９． ８８

１９５６ ４１ ．８４ １． ２５ ２０ ．５６ ５． ７０ Ｏ． ５２ １３ ．３３ １． ６８ ０． １４ ４． ７７ １０ ．２０

１９５７ ３９ ．８８ １． ２４ ２１ ．５８ ６． ２６ ０． ５１ １３ ．６５ １． ６７ ０． １５ ４． ７８ １０ ．２７

１９５８ ３８ ．０９ １． ２３ ２２ ．７１ ６． ４９ Ｏ． ５２ １４ ．１１ １． ８４ Ｏ． １９ ４． ８８ ９． ９４

１９５９ ３６ ．１７ １． ２０ ２２ ．８９ ７． １０ ０． ５４ １４ ．４９ １． ８１ ０． ２０ ５． ０２ １０ ．５８

１９６０ ３５ ．０８ １． １７ ２３ ．８２ ７． ４１ Ｏ． ５４ １４ ．６７ １． ８５ ０． ２１ ５． ０７ １０ ．１９

１９６１ ３３ ．６３ １． ０５ ２５ ．０３ ７． ８９ Ｏ． ５９ １４ ．８０ １． ８９ Ｏ． ２７ ５． ２３ ９． ８５

１９６２ ３２ ．１０ Ｏ． ９８ ２５ ．９２ ８． ３６ Ｏ． ６３ １４ ．６３ １． ９５ Ｏ． ３０ ５． ５１ ９． ６２

１９６３ ３０ ．０１ Ｏ． ８６ ２６ ．７４ ８． ３２ Ｏ． ６７ １５ ．４２ ２． ０４ Ｏ． ３６ ５． ８０ ９． ７９

１９６４ ２８ ．３５ Ｏ． ８０ ２７ ．１７ ８． ７１ ０． ６５ １５ ．７１ ２． １３ ０． ３９ ６． １９ ９． ８９

１９６５ ２６ ．７９ Ｏ． ７６ ２７ ．１８ ９． ０１ Ｏ． ６３ １６ ．０７ ２． ２５ Ｏ． ４４ ６． ３６ １０ ．４９

１９６６ ２５ ．５０ Ｏ． ７１ ２７ ．２８ ８． ９７ Ｏ． ６１ １６ ．５３ ２． ３８ Ｏ． ４８ ６． ４５ １１ ．０８

１９６７ ２４ ．４０ Ｏ． ６５ ２８ ．５３ ８． ７２ Ｏ． ６０ １６ ．４５ ２． ５９ Ｏ． ５７ ６． ２８ １１ ．１９

１９６８ ２３ ．４９ Ｏ． ６０ ２８ ．７８ ８． ４５ Ｏ． ６０ １６ ．９７ ２． ３９ Ｏ． ６３ ６． ２４ １１ ．８５

１９６９ ２２ ．６３ ０． ５６ ２９ ．２４ ８． ３８ Ｏ． ６０ １７ ．２９ ２． ４３ Ｏ． ６８ ６． １９ １２ ．ＯＯ

１９７０ ２１ ．２５ ０． ４９ ２８ ．７５ ８． ７７ Ｏ． ５６ １７ ．２７ ２． ６０ Ｏ． ６９ ５． ９３ １３ ．６８

１９７１ １９ ．６０ Ｏ． ４８ ２８ ．７２ ９． ２４ Ｏ． ５６ ！７ ．５５ ２． ７５ Ｏ． ７８ ６． １１ １４ ．２２

１９７２ １８ ．５９ Ｏ． ４１ ２８ ．６５ ９． ５９ Ｏ． ５７ １７ ．７７ ２． ８０ Ｏ． ７７ ６． ０８ １４ ．７６

１９７３ １７ ．３５ Ｏ． ３６ ２９ ．２３ １０ ．０１ Ｏ． ５９ １７ ．９０ ２． ８０ Ｏ． ８３ ６． ２１ １４ ．７２

１９７４ １７ ．０５ Ｏ． ３５ ２９ ．１７ ９． ９５ Ｏ． ６０ １８ ．２２ ２． ８９ Ｏ． ８７ ６． ２２ １４ ．６８

１９７５ １６ ．７７ ０． ３２ ２７ ．６８ １０ ．２９ Ｏ． ６２ １８ ．７８ ２． ９８ ０． ８９ ６． ３２ １５ ．３５

１９７６ １６ ．３１ Ｏ． ３２ ２７ ．３４ １Ｏ ．４６ ０． ６３ １９ ．０３ ３． ０６ Ｏ． ９２ ６． ４３ １５ ．５２

１９７７ １５ ．９８ Ｏ． ３０ ２６ ．７６ １Ｏ ．４６ Ｏ． ６２ １９ ．３１ ３． １４ Ｏ． ９８ ６． ３０ １６ ．１４

１９７８ １５ ．６５ Ｏ． ２９ ２６ ．１７ １０ ．７６ Ｏ． ６３ １９ ．２９ ３． １５ １． ０２ ６． ２５ １６ ．７９

１９７９ １４ ．９６ Ｏ． ２８ ２５ ．８７ １０ ．９２ Ｏ． ６３ １９ ．３３ ３． ２１ １． ０８ ６． ２６ １７ ．４６

１９８０ １４ ．１２ Ｏ． ２８ ２６ ．２３ １１ ．０３ Ｏ． ６３ １９ ．４６ ３． ３０ １． １２ ６． ２１ １７ ．６１

１９８１ １３ ．５９ Ｏ． ２７ ２６ ．３４ １Ｏ ．８２ Ｏ． ６４ １９ ．６７ ３． ３８ １． ２０ ６． ユ１ １７ ．９７

１９８２ １３ ．２３ Ｏ． ２６ ２６ ．ＯＯ １０ ．６３ Ｏ． ６４ １９ ．８４ ３． ４３ １． ２３ ６． １８ １８ ．５７

１９８３ １２ ．６０ Ｏ． ２４ ２６ ．０１ １Ｏ ．３８ Ｏ． ６３ １９ ．８１ ３． ４９ １． ２７ ６． ユ４ １９ ．４３

１９８４ １２ ．０８ Ｏ． ２３ ２６ ．４６ ９． ９７ Ｏ． ６３ １９ ．８３ ３． ５２ １． ２８ ６． ０ユ １９ ．９８

１９８５ １１ ．８３ Ｏ． ２２ ２６ ．５０ ９． ８５ Ｏ． ６３ １９ ．７０ ３． ４９ １． ３！ ６． ０４ ２０ ．４４

１９８６ １１ ．３８ Ｏ． ２１ ２６ ．２５ ９． ８７ Ｏ． ６９ １９ ．７０ ３． ５４ １． ３６ ６． １４ ２０ ．８５

１９８７ １１ ．０４ Ｏ． ２０ ２５ ．８６ ９． ８４ Ｏ． ６９ １９ ．６９ ３． ６０ １． ４４ ５． ９８ ２１ ．６６

１９８８ １０ ．５３ Ｏ． １９ ２６ ．１１ １０ ．２６ ０． ６９ １９ ．５０ ３． ５２ １． ４７ ５． ９３ ２１ ．７８

１９８９ １０ ．０３ Ｏ． １８ ２６ ．２５ １０ ．４７ Ｏ． ６９ １９ ．１０ ３． ５４ １． ５２ ６． ０３ ２２ ．１８

１９９０ ９． ５８ Ｏ． １７ ２６ ．２２ １０ ．５４ Ｏ． ６８ １８ ．７７ ３． ６４ １． ５９ ５． ９８ ２２ ．８２

１９９１ ９． ０３ Ｏ． １６ ２６ ．５１ １０ ．６６ Ｏ． ６８ １８ ．５３ ３． ５６ １． ６２ ５． ８９ ２３ ．３６

１９９２ ８． ６７ Ｏ． １５ ２６ ．５４ １０ ．８０ Ｏ． ６８ １８ ．３５ ３． ５ユ １． ６２ ５． ９４ ２３ ．７３

１９９３ ８． ２３ Ｏ． １５ ２５ ．８８ １１ ．１４ Ｏ． ７０ １８ ．３８ ３． ４７ １． ６２ ６． ０５ ２４ ．３８

１９９４ ８． ０９ Ｏ． １４ ２５ ．３６ １１ ．４１ Ｏ． ７１ １８ ．２５ ３． ４５ １． ６７ ６． ０３ ２４ ．８９

１９９５ ８． ＯＯ Ｏ． １３ ２４ ．６９ １１ ．５４ Ｏ． ７２ １８ ．２２ ３． ４４ ユ． ６９ ６． １６ ２５ ．４０

１９９６ ７． ８２ Ｏ． １３ ２４ ．４４ １１ ．５９ Ｏ， ７２ １８ ．２４ ３． ３４ ユ． ６７ ６． ２７ ２５ ．７９

示す興味深い指標となることが予想される 。

　次に表４に示した産業別就業者数の割合を検討する 。１９５５年に比して１９９６年の就業者数の割合

が増加しているのは，製造業（１９ ．４６％から２４ ．４４％） ，建設業（５ ．６６％から１１ ．５９％），電機 ・ガス ・

水道業（Ｏ ．５２％からＯ ．７２％），卸売 ・小売業（１２ ．９８％から１８ ．２４％），金融 ・保険業（１ ．６７％から

３． ３４％），不動産業（Ｏ ．１４％から１ ．６７％），運輸 ・通信業（４ ．６８％から６ ．２７％），サ ービス業（９ ．８８％か

ら２５ ．７９％）である 。これに対して，割合が低下しているのは，農林水産業（４３ ．７８％から７ ．８２％）
，

鉱業（１ ．２４％からＯ ．１３％）のみとなっ ている 。この結果，生産額や付加価値額の割合に比べると就

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７３）
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表５　産業別資本ストッ ク割合（産業大分類）

農林水
鉱　業 製造業 建設業 電気 ・ガ 卸売 ・ 金融 ・ 不動産 運輸 ・ サービ

産業 ス・ 水道業 小売業 保険業 業 通信業 ス業

１９５５ ２１ ．１３ ２． ０４ ３５ ．２０ １． ２４ １３ ．０６ １３ ．６６ ２． ２２ ０． ５７ ６． ０６ ４． ８２

１９５６ ２１ ．４７ １． ９９ ３４ ．９８ １． ２６ １３ ．２０ １３ ．３４ ２． ２６ ０． ５９ ６． １２ ４． ７９

１９５７ ２１ ．４８ １． ９２ ３５ ．３４ １． ２８ １３ ．２３ １２ ．８３ ２． ２７ ０． ６５ ６． ３２ ４． ６９

１９５８ ２１ ．４２ １． ８６ ３５ ．５６ １． ３２ １３ ．６０ １２ ．１９ ２． ２４ ０． ７４ ６． ５５ ４． ５３

１９５９ ２１ ．１０ １． ７９ ３５ ．８７ １． ４２ １３ ．９５ １１ ．７４ ２． １８ ０． ８２ ６． ７１ ４． ４２

１９６０ ２０ ．２０ １． ６８ ３７ ．４５ １． ５１ １３ ．８５ １１ ．０８ ２． ４３ ０． ８５ ６． ６９ ４． ２５

１９６１ １９ ．２６ １． ５９ ３８ ．８９ １． ７４ １３ ．６７ １０ ．３３ ２． ７０ １． １４ ６． ５２ ４． １５

１９６２ １８ ．２０ １． ５５ ４０ ．６３ １． ９５ １３ ．２２ ９． ８１ ２． ８７ １． ３３ ６． ４４ ４． ００

１９６３ １７ ．４１ １． ４１ ４１ ．８０ ２． ０８ １３ ．２１ ９． ４６ ３． ０９ １． ４５ ６． ２０ ３． ８９

１９６４ １６ ．７８ １． ３１ ４２ ．６９ ２． １５ １３ ．０１ ９． ２７ ３． ２３ １． ５６ ５． ９９ ３． ９９

１９６５ １６ ．４４ １． ２９ ４２ ．９９ ２． ２４ １２ ．６６ ９． ０７ ３． ３６ １． ８０ ６． １２ ４． ０１

１９６６ １６ ．４０ １． ２６ ４２ ．５４ ２． ３６ １２ ．４７ ９． ００ ３． ４５ １． ９４ ６． ４１ ４． １６

１９６７ １６ ．３１ １． １７ ４２ ．９８ ２． ５１ １２ ．０２ ８． ８６ ３． ３３ ２． ０１ ６． ５０ ４． ２９

１９６８ １６ ．１９ １． １４ ４３ ．９４ ２． ５８ １１ ．４０ ８． ８７ ３． ２４ ２． ０１ ６． ４７ ４． １６

１９６９ １５ ．９８ １． ０４ ４４ ．８３ ２． ７３ １０ ．６６ ９． ０５ ３． ０５ ２． １３ ６． ３６ ４． １８

１９７０ １５ ．６１ ０． ９５ ４５ ．２７ ２． ８３ １０ ．２１ ９． １６ ２． ９３ ２． ３２ ６． ４１ ４． ３１

１９７１ １５ ．３８ ０． ９０ ４５ ．５９ ３． ０２ ９． ７６ ９． ２７ ２． ８１ ２． ４８ ６． ３３ ４． ４７

１９７２ １５ ．３３ ０． ８２ ４５ ．２８ ３． ２１ ９． ６２ ９． ４８ ２． ６５ ２． ６１ ６． ３２ ４． ６８

１９７３ １５ ．４１ ０． ７２ ４４ ．８３ ３． ４２ ９． ４７ ９． ８８ ２． ４５ ２． ７２ ６． ２２ ４． ８７

１９７４ １５ ．４６ ０． ６８ ４４ ．３８ ３． ４８ ９． ３７ １０ ．３５ ２． ３３ ２． ７１ ６． １８ ５． ０６

１９７５ １５ ．６０ ０． ６６ ４３ ．７２ ３． ５４ ９． ２２ １０ ．６６ ２． ３７ ２． ８５ ６． １６ ５． ２１

１９７６ １５ ．８９ Ｏ． ６４ ４３ ．０５ ３． ６３ ９． ２６ １０ ．８９ ２． ３６ ２． ８５ ６． ０１ ５． ４２

１９７７ １６ ．０５ ０． ６２ ４２ ．５０ ３． ７０ ９． ３６ １１ ．１１ ２． ３６ ２． ８８ ５． ８４ ５． ５９

１９７８ １６ ．４０ ０． ６０ ４１ ．６４ ３． ７５ ９． ５９ １１ ．２８ ２． ３１ ２． ８７ ５． ７４ ５． ８１

１９７９ １６ ．４３ ０． ５７ ４１ ．０１ ３． ８０ ９． ７０ １１ ．５３ ２． ２６ ２． ８９ ５． ６９ ６． １１

１９８０ １６ ．３５ ０． ５４ ４０ ．６８ ３． ８６ ９． ７１ １１ ．７１ ２． ２３ ２． ８６ ５． ６４ ６． ４１

１９８１ １６ ．１６ Ｏ． ５２ ４０ ．４４ ３． ９０ ９． ７６ １１ ．７９ ２． ２０ ２． ８３ ５． ５８ ６． ８１

１９８２ １５ ．９７ Ｏ． ４９ ４０ ．２６ ３． ９３ ９． ７５ １１ ．８２ ２． １８ ２． ８４ ５． ５４ ７． ２３

１９８３ １５ ．８０ ０． ４７ ４０ ．０４ ３． ９５ ９． ７２ １１ ．８１ ２． １６ ２． ８６ ５． ４６ ７． ７３

１９８４ １５ ．５４ ０． ４５ ３９ ．９６ ３． ９５ ９． ５８ １１ ．７４ ２． １３ ２． ９０ ５． ３６ ８． ３８

１９８５ １４ ．５５ ０． ４１ ３８ ．３９ ３． ６７ ９． ００ １１ ．０７ ２． ０２ ２． ８６ ９． ３２ ８． ７１

１９８６ １４ ．２４ ０． ３９ ３８ ．０９ ３． ５９ ９． １７ １１ ．０５ ２． ０１ ２． ９５ ９． １６ ９． ３５

１９８７ １３ ．６３ Ｏ． ３６ ３６ ．８９ ３． ４９ ９． ０６ １０ ．９１ ２． ０１ ３． ０５ １０ ．９９ ９． ６１

１９８８ １３ ．３１ ０． ３５ ３６ ．７２ ３． ５１ ８． ９１ １１ ．０４ ２． ０９ ３． ２２ １０ ．６３ １０ ．２２

１９８９ １２ ．８５ ０． ３３ ３６ ．７３ ３． ５４ ８． ６９ １１ ．１３ ２． ２０ ３． ３５ １０ ．２７ １０ ．９２

１９９０ １２ ．３４ ０． ３１ ３６ ．７４ ３． ６１ ８． ４９ １１ ．１５ ２． ３１ ３． ４９ １０ ．０２ １１ ．５５

１９９１ １１ ．６７ ０． ２９ ３６ ．３５ ３． ６３ ８． ２１ １０ ．９３ ２． ３３ ３． ４９ １１ ．１６ １１ ．９４

１９９２ １ユ ．３９ ０． ２８ ３６ ．２９ ３． ７１ ８． １３ １０ ．９２ ２． ３６ ３． ５９ １０ ．８２ １２ ．５１

１９９３ １１ ．２ユ ０． ２７ ３５ ．９５ ３． ７８ ８． ３１ １０ ．９２ ２． ３８ ３． ６８ １０ ．５９ １２ ．９１

１９９４ １１ ．０９ ０． ２６ ３５ ．５８ ３． ８４ ８． ５４ １０ ．８７ ２． ４０ ３． ６７ １０ ．５４ １３ ．２１

１９９５ １０ ．９４ Ｏ． ２６ ３５ ．３７ ３． ８７ ８． ７４ １０ ．７７ ２． ３９ ３． ６３ １０ ．５１ １３ ．５０

１９９６ １０ ．７３ Ｏ． ２５ ３５ ．１８ ３． ８３ ８． ８６ １０ ．６５ ２． ４１ ３． ６１ １０ ．５１ １３ ．９８

業者数の割合の変化は相対的に遅くなっ ている 。

　就業者数に占める農林水産業の割合は，１９５５年時点でも１９９６年時点でも ，生産額や付加価値に

占める割合に比べてはるかに大きな数値となっ ており ，就業者１人当たりの労働生産性は全期間

を通して低くなっ ている 。この問に就業者数の割合は継続的に低下してきており ，現在時点でも

この傾向は変化しておらず，労働生産性の低さからすると ，今後ともこの傾向が継続することが

予想される 。就業者数に占める鉱業の割合も継続的に低下してきているが，生産額や付加価値に

占める割合と比べるとやや大きな割合で推移している。就業者数に占める製造業の割合は，生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７４）
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額や付加価値額に占める割合と異なっ て， １９５５年に比して１９９６年の方が大きくなっ ているが，増

減の傾向は生産額や付加価値と共通しており ，１９６０年代後半から１９７０年代前半までが増加傾向を

示しその後減少傾向に転じている 。結果的に，生産額の変化に対する就業者数の調整は遅いとい

うことになる 。１９９６年時点では付加価値に占める割合と就業者数に占める割合とがほぼ等しくな

っており ，今後生産額，付加価値における割合が低下した場合には継続的に低下していくことが

予想される 。就業者数に占める建設業の割合は，生産額，付加価値と同様に１９７０年代を通して増

加傾向を示した後，１９８０年代央に一度低下した後，１９８８年以降増加に転じている 。就業者数に占

める電気 ・ガス ・水道業の割合は，生産額や付加価値に占める割合に比して大幅に小さいが，傾

向的には安定的に増加してきている 。就業者数に占める卸売 ・小売業の割合は，１９８０年代前半ま

では安定的に増加し，その後減少に転じている 。しかしながら ，生産額や付加価値に占める割合

よりもはるかに高い割合となっ ている 。金融 ・保険業における就業者数の割合は，ほぼ継続的に

増加してきたが，１９９０年代に入 って低下傾向を示しており ，就業者数の割合の方が，生産額や付

加価値に占める割合よりは低い値となっ ている 。就業者数に占める不動産業の割合は一貫して上

昇傾向を示しており ，ここでも生産額や付加価値に占める割合よりは小さな値を示している 。就

業者数に占める運輸 ・通信業の割合は，１９６０年代中葉まで増加した後，一度低下傾向を示し ，

１９８０年代末から再度上昇傾向を示している 。就業者数に占めるサービス業の割合は，１９６０年代前

半までは増減があ ったが，その後は継続的に増加してきている 。

　表５に示した，産業別の資本ストッ ク割合を検討する 。１９５５年に比して，１９９６年の方が割合を

高めている産業は，建設業（１ ．２４％から３ ．８３％），金融 ・保険業（２ ．２２％から２ ．４１％），不動産業

（Ｏ ．５７％から３ ．６１％），運輸 ・通信業（６ ．０６％から１０ ．５１％），サービス業（４ ．８２％から１３ ．９８％）である 。

これに対して，この期間に資本ストッ クに占める割合を低下させた産業は，農林水産業（２１ ．１３％

から１０ ．７３％），鉱業（２ ．０４％からＯ ．２５％） ，製造業（３５ ．２０％から３５ ．１８％），電気 ・ガス ・水道業

（１３ ．０６％から８ ．８６％），卸売 ・小売業（１３ ．６６％から１０ ．６５％）である 。よっ て， 資本ストッ クに占め

る割合の変動形態はこれまでに見てきた各種指標の変動形態とはやや異なっ ている 。

　資本ストッ クに占める農林水産業の割合は，観測期問に継続的に減少し，半減しているが，他

の指標における割合に比べると減少の程度がはるかに小さくなっ ている 。資本ストッ クに占める

鉱業の割合は，生産額や付加価値額と同様に，割合を低下させてきているが，就業者数に占める

割合よりは大きな割合を占めている 。資本ストッ クに占める製造業の割合は ，１９７１年の４５ ．５９％

がピークとなっ ており ，高度成長期にはその割合を高め，第１次オイル ・シ ョッ ク以後その割合

を低下させてきている 。１９９６年時点では，生産額に占める割合よりは小さく ，付加価値に占める

割合よりは大きくなっ ている 。また，就業者数に占める割合に比べると１０％以上大きくなっ てお

り， 日本経済における製造業の地位が低下してきているとはいえ，依然として製造業は機械化の

程度の大きな表的な産業部門であることに変わりない。資本ストッ クに占める電気 ・ガス ・水道

業の割合は，１９５０年代にやや上昇したが，それ以後継続的に低下傾向を示している 。しかしなが

ら， 他の指標に占める電気 ・ガス ・水道業の割合と比べた場合には，非常に大きな割合を占めて

おり ，この産業がきわめて資本集約的な産業であることを示している 。資本ストッ クに占める卸

売・ 小売業の割合は，１９６０年代後半にかけて低下傾向を示していたが，それ以後増加に転じた後 ，

１９９０年代に入 って再び減少傾向を示しており ，他の指標に占める卸売 ・小売業に関する割合と比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７５）
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べた場合には小さな割合となっ ている 。百貨店や大型小売店の小売り商業に占める地位の変遷と

関係づけて検討する必要があろう 。資本ストッ クに占める金融 ・保険業の割合は，増減を繰り返

しているが，基本的には安定した数値を示している 。不動産業における資本ストッ クの割合は ，

継続的に増加傾向を示してきたが，最近時点で頭打ちとなっ ている 。資本ストッ クに占める運

輸・ 通信業の割合は，１９８５年を境に値が大きく異なっ ている 。これは，ＪＲの分割民営化，ＮＴＴ

の民営化の結果，これらの資本ストッ クが加えられたことの結果である 。１９８５年以前では資本ス

トッ クの割合は低下傾向を示しており ，１９８６年以降はほぼ安定した値を取 っている 。両者の民営

化は他の指標にも影響しているはずであるが，資本ストッ ク以外の指標においては ，１９８５，８６年

でデータ的に大きな変化が認められないのに，資本ストッ クにおいてのみ大きな変化が存在する

ことは興味深い事実である 。資本ストッ クに占めるサービス業の割合は安定的に増加してきてい

るが，他の指標に占めるサービス業の割合と比べると相対的に低い割合となっ ており ，サービス

業は資本集約的な産業ではないことを示している 。

４． 製造業における産業構造の変化

　前節までは，２種類の産業分類により ，全産業を対象とした産業構造の変化を確認してきた ，

本節では，製造業に限定し，そこでの産業構造の変化を確認する。これまでの検討によっ て，

１９５５年以降の日本における産業構造の変化に関してはある程度の確認を行うことができたが，こ

れらの変化を引き起こす要因を把握することは十分にはできなか った。製造業内における産業構

造の変化を分析することにより ，こうした産業構造の変化を引き起こす要因に関してある程度見

通しをたてることができるのかを意識して産業構造の変化を検討する 。

　表６に示した産業別生産額割合から検討する 。１９５５年から１９９６年の問に生産額の割合を高めた

産業は，石油 ・石炭製品（２ ．１６％から３ ．４５％），窯業 ・土石製品（２ ．６４％から２ ．９５％），金属製品

（２５２％から４７６％），　般機械（４１３％から１１７９％），電気機械（３９２％から１６９５％），輸送機械
（５ ．４６％から１２ ．４５％），精密機械（１ ．ＯＯ％から１ ．２２％），その他製造業（１２ ．０４％から１３ ．９８％）である

。

これに対して，この間に割合を下げた産業は，食料品（２１ ．１６％から１１ ．０７％） ，繊維（１５ ．３０％から

１． ４８％），パルプ ・紙（３ ．６３％から２ ．９２％），化学（９ ．７５％から８ ．０６％），一次金属（１６ ．３０％から８ ．９２％）

である 。機械産業部門がいずれも割合を高めているのに対して，繊維産業，一次金属の割合の低

下が顕著に現れている 。

　生産額に占める食料品産業の割合は，１９７０年までは，継続的に低下し，その後若干の変動を伴

いつつ，１０％強の割合を維持している 。生産額に占める繊維産業の割合は，この問継続的に大幅

に低下してきている 。生産額に占めるパルプ ・紙産業の割合は，若干の増減を伴いつつ継続的に

低下し続けているが，低下の程度はわずかである 。生産額に占める化学産業の割合は，変化の程

度は大きくないが，増減があり ，割合が低下したのは，１９７０年代と１９８０年代後半から１９９０年代は

じめである 。生産額に占める石油 ・石炭製品の割合は，１９７０年代後半にかけて上昇し，１９８０年で

は， ８． ４２％まで上昇したが，それ以後割合を低下させており ，１９９０年代に入 ってからは３％代で

推移している。これは，第１ ・２次のオイル ・シ ョッ クによっ て， 原油価格が上昇した後，原油

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７６）
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表６　生産額の割合（製造業）

食料品 繊　維
ノくルプ

イヒ　学 石油 ・石 窯業 ・土 一　次 金　属 一　般 電　気 輸　送 精　密 その他の
紙 炭製品 石製品 金　属 製　品 機　械 機　械 機　械 機　械 製造業

１９５５ ２１ ．１６ １５ ．３０ ３． ６３ ９． ７５ ２． １６ ２． ６４ ユ６ ．３０ ２． ５２ ４． １３ ３． ９２ ５． ４６ １． ＯＯ １２ ．０４

１９５６ １６ ．８５ １５ ．１９ ３． ４１ ９． １９ ２． １４ ２． ５１ １９ ．３９ ２． ９３ ４． ９８ ４． ７９ ６． ４７ Ｏ． ９６ １１ ．１７

１９５７ １５ ．３９ １３ ．０５ ３． ４６ ８． ５７ ２． ４９ ２． ５６ ２０ ．５９ ２． ６４ ６． １３ ５． ４７ ７． ４５ １． ０４ １１ ．１６

１９５８ １７ ．３２ １１ ．７３ ３． ５３ ９． ０９ ２． ７１ ２． ６８ １６ ．６３ ２． ７８ ５． ６９ ６． ２４ ８． ２８ １． ２１ １２ ．１１

１９５９ １５ ．６１ １１ ．４６ ３． ６９ ９． ０９ ２． ９４ ２． ５６ １８ ．２６ ２． ９２ ５． ８８ ７． ３５ ７． ５３ １． １３ １１ ．６０

１９６０ １４ ．ＯＯ １０ ．５３ ３． ４９ ８． ６２ ２． ９４ ２． ６５ １８ ．７６ ３． ０４ ７． １５ ８． １５ ８． ０２ １． １４ １１ ．５０

１９６１ １３ ．２４ ９． ４０ ３． ４７ ８． ユ５ ２． ８９ ２． ６７ １９ ．３４ ３． ２９ ８． １２ ８． ４５ ８． ２６ １． １６ １１ ．５６

１９６２ １３ ．５１ ９． １８ ３． ５５ ８． ３４ ３． ０３ ２． ９４ １６ ．２７ ３． ５４ ８． ３０ ８． ８５ ８． ６９ １． ２５ １２ ．５５

１９６３ １３ ．６９ ９． １８ ３． ６８ ８． ７０ ３． ２２ ３． ０２ １６ ．０５ ３． ６５ ７． ７２ ７． ８３ ８． ６８ １． ３１ １３ ．２８

１９６４ １２ ．８１ ８． ２９ ３． ７９ ８． ８７ ３． １６ ３． ０５ １７ ．１４ ３． ７３ ７． ７５ ８． １７ ９． １８ １． ３４ １２ ．８６

１９６５ １３ ．３２ ８． ５１ ３． ６８ ９． ２３ ３． ４９ ３． ０５ １６ ．１９ ３． ７３ ７． １８ ７． ５８ ９． ７３ １． ４０ １２ ．９０

１９６６ １３ ．３８ ７． ９７ ３． ６５ ８． ９３ ３． ５８ ３． １３ １６ ．１０ ３． ８８ ７． ２５ ７． ９４ ９． ６７ １． ３５ １３ ．１９

１９６７ １２ ．３２ ７． ２４ ３． ４２ ８． ５７ ３． ５２ ３． １９ １７ ．ＯＯ ３． ８３ ７． ９８ ８． ６７ １Ｏ ．１１ １． ３２ １２ ．８４

１９６８ １１ ．６８ ６． ７７ ３． ３４ ８． ４７ ３． ５１ ３． ３３ １６ ．０２ ３． ９０ ８． ９１ ９． ４０ １０ ．５５ １． ３８ １２ ．７４

１９６９ １０ ．６７ ６． ２４ ３． ２４ ８． １６ ３． ３７ ３． ３１ １６ ．９６ ４． ２５ ９． ３４ １０ ．０５ １０ ．１５ １． ３９ ユ２ ．８７

１９７０ ９． ８８ ６． １１ ３． １９ ７． ８７ ３． ２０ ３． ５６ １７ ．４８ ４． ９５ ９． ７９ １Ｏ ．０５ １０ ．１７ ユ． ３５ １２ ．４１

１９７１ １０ ．５５ ６． ０７ ３． １６ ７． ９６ ３． ６８ ３． ７４ １５ ．８１ ４． ９０ ９． ４９ ９． ４６ １０ ．９３ １． ４５ １２ ．８０

１９７２ １０ ．１１ ５． ８１ ３． １５ ８． ０２ ３． ５２ ３． ８１ １５ ．７７ ４． ９１ ８． ６９ ９． ７６ １ユ ．４６ ユ． ４４ １３ ．５６

１９７３ ９． ６４ ５． ７４ ３． ２５ ７． ０６ ３． ４２ ３． ７６ １７ ．０１ ５． １８ ９． １６ ９． ６５ １０ ．８７ １． ４３ １３ ．８１

１９７４ ９． ３９ ４． ８９ ３． ７１ ７． ９４ ４． ９６ ３． ７４ １７ ．９１ ４． ８３ ９． ２８ ８． ７４ １０ ．６１ １． ４４ １２ ．５７

１９７５ １２ ．１６ ５． ０５ ３． ３５ ７． ９７ ６． ５７ ３． ４５ １６ ．６７ ３． ８４ ８． ２９ ７． ４８ １１ ．６０ １． １３ １２ ．４５

１９７６ １１ ．７１ ４． ８２ ３． ３０ ７． ７６ ６． ５６ ３． ２９ １７ ．２１ ３． ５８ ８． ３０ ８． ５０ １１ ．２４ １． ユ６ １２ ．５７

１９７７ １１ ．９８ ４． ４８ ３． ２５ ７． ８９ ６． ３０ ３． ３３ １６ ．５４ ３． ６３ ８． ６７ ８． ６８ １１ ．５２ １． ３１ １２ ．４３

１９７８ １１ ．９２ ４． ！５ ３． １０ ７． ７４ ５． １８ ３． ５０ １６ ．５１ ３． ９２ ９． １１ ８． ９６ １１ ．６２ １． ４２ １２ ．８６

１９７９ １０ ．９６ ３． ９４ ３． １２ ８． １３ ５． ５０ ３． ４４ １７ ．３５ ３． ８４ ９． ３６ ９． １７ １０ ．８８ １． ４１ １２ ．９０

１９８０ ９． ９２ ３． ６１ ３． ３２ ８． ４７ ７． ０９ ３． ４０ １７ ．０８ ３． ５９ ９． ５５ ９． ４７ １Ｏ ．８５ １． ４１ １２ ．２４

１９８１ １０ ．５６ ３． ４９ ３． １０ ８． ２８ ７． ６２ ３． ３７ １４ ．５２ ３． ７４ １０ ．２４ １０ ．２７ １１ ．１７ １． ４９ １２ ．１５

１９８２ １１ ．１１ ３． ３８ ３． ０９ ８． ４２ ７． ５５ ３． ２９ １３ ．８７ ３． ８０ １０ ．２９ １０ ．５２ １０ ．９８ １． ３７ １２ ．３１

１９８３ １１ ．５６ ３． １９ ３． １ユ ８． ３９ ６． ９３ ３． ２２ １３ ．０７ ３． ６８ １０ ．０２ １１ ．６７ １１ ．１２ １． ３７ １２ ．６７

１９８４ １！ ．２９ ２． ９２ ３． ０３ ８． ２７ ６． ２１ ３． ０７ １３ ．０３ ３． ５９ １０ ．３０ １３ ．４６ １１ ．１４ １． ３５ １２ ．３５

１９８５ １１ ．２６ ２． ７９ ２． ９２ ８． １９ ５． ５９ ２． ９８ １２ ．３１ ３． ８９ １０ ．７１ １３ ．４９ １１ ．７３ １． ４８ １２ ．６６

１９８６ １１ ．７８ ２． ７６ ２． ９４ ７． ９５ ４． ２３ ３． ０８ １０ ．６９ ４． ３１ １０ ．６９ １４ ．３６ １２ ．０８ １． ４９ １３ ．６４

ユ９８７ １１ ．７９ ２． ６７ ３． ０５ ８． ０５ ３． ５８ ３． ユ１ １Ｏ ．６ユ ４． ３６ １０ ．２２ １４ ．７０ １２ ．２４ １． ４３ １４ ．２０

１９８８ １１ ．１７ ２． ５７ ３． ０２ ７． ９５ ３． １５ ３． １１ １０ ．８５ ４． ４９ １０ ．９１ １５ ．２４ １１ ．９４ １． ４３ １４ ．１８

１９８９ １０ ．５３ ２． ４０ ３． ０３ ７． ９３ ３． ０９ ３． ０２ １０ ．７６ ４． ５７ １１ ．３５ １５ ．３９ １２ ．３６ １． ４２ １４ ．１５

１９９０ １Ｏ ．１２ ２． １８ ２． ９１ ７． ８０ ３． ２６ ２． ９８ １０ ．４７ ４． ７７ １１ ．８８ １５ ．３５ １２ ．６１ １． ４３ １４ ．２２

１９９１ ９． ９８ ２． ０９ ２． ８０ ７． ６５ ３． ３２ ２． ９２ １０ ．０９ ４． ９４ １２ ．２７ １５ ．７４ １２ ．４５ １． ４６ １４ ．２９

１９９２ １０ ．６４ ２． ０６ ２． ８１ ７． ８４ ３． ２７ ２． ９５ ９． ４５ ５． ＯＯ １１ ．９５ １５ ．１３ １３ ．０５ １． ４０ １４ ．４４

１９９３ １１ ．１９ １． ８６ ２． ８６ ７． ９３ ３． ３４ ２． ９５ ９． ２１ ５． １５ １１ ．１１ １５ ．２３ １３ ．２３ １． ３０ １４ ．６３

１９９４ １１ ．５８ １． ７４ ２． ８７ ７． ８９ ３． ３９ ３． ０９ ８． ９８ ４． ８８ １０ ．９４ １５ ．７７ ！３ ．１６ １． ２９ １４ ．４５

１９９５ １１ ．２４ １． ６０ ２． ９７ ８． １４ ３． ２４ ２． ９８ ９． １４ ４． ８１ １１ ．４ユ １６ ．４２ １２ ．６３ １． ２４ １４ ．１７

１９９６ １１ ．０７ １． ４８ ２． ９２ ８． ０６ ３． ４５ ２． ９５ ８． ９２ ４． ７６ １１ ．７９ １６ ．９５ １２ ．４５ １． ２２ １３ ．９８

価格自身が低下したこと ，円高に伴う原材料価格の低下により ，生産物価格も低下したことの結

果である 。生産額に占める窯業 ・土石製品産業の割合は，１９７２年の３ ．８１％まで上昇し，それ以後

徐々に低下してきている 。生産額に占める一次金属産業の割合は，１９５０年代には上昇もみられた

が， それ以後若干の増減を伴いつつ低下し続けている 。高度成長期を通じて鉄鋼産業は日本経済

をリードした産業であると考えられているが，これ以外の金属産業の停滞とあわせ，１９８０年代以

降その割合の低下が加速している 。生産額に占める金属製品産業の割合は，増減を繰り返してお

り， １９７３年の５ ．１８％が最も高くなっ ているが，１９８０年代前半には３％台まで低下した後，最近で
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は４％台となっ ている 。生産額に占める ，機械産業（一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械）の

割合は，すべての産業で，１９５５年から１９９６年の問に割合を高めているが，増加の程度は産業ごと

に大きく異なっ ている ，一般機械では，１９６０年代には割合の増減があ ったが，それ以後１９９１年の

１２ ．２７％までほぼ継続的に割合を高めてきており ，その後の変化は少ない。電気機械は，割合の

増加程度が最も大きな産業となっ ており ，１９７０年代においてやや割合を下げたが，基本的な趨勢

としては全期間を通して，増加傾向を維持している 。輸送用機械においては，増加の程度は電気

機械程ではないが，ほぼ一貫して増加傾向を続け，１９９０年代に入 ってからは頭打ち傾向がでてき

ている 。精密機械では，生産額に占める割合が増減しており ，１９８５年以降割合が低下する方向に

変化してきている 。全期問を通した割合の増加程度も他の機械産業部門に比べると小さなものに

なっ ている 。生産額に ｒ与めるその他製造業の割合は，全期問を通してやや増加しているが，その

程度は小さくなっ ており ，最近時点で生産額の割合がやや低下している 。

　ここに記した，産業別の生産額割合を産業の内容に立ち入 って説明することも可能であるが，

本稿では産業ごとの具体的な変化を個別に議論することが目的ではないので，生産額に占める割

合の観察はここにとどめ，他の指標による事実確認との関係を検討することにする 。

　次に表７に示した，産業別付加価値に占める割合を検討する 。１９５５年から１９６６年の問に産業別

付加価値に占める割合を高めた産業は，石油 ・石炭製品（２ ．１６％から３ ．４５％），窯業 ・土石製品

（２ ．６４％から２ ．９５％），金属製品（２ ．５２％から４ ．７６％），一般機械（４ ．１３％から１１ ．７９％），電気機械
（３ ．９２％から１６ ．９５％），輸送機械（５ ．４６％から１２ ．４５％），精密機械（１ ．００％から１ ．２２％），その他製造業
（１２ ．０４％から１３ ．９８％）である 。これに対してこの問に付加価値に占める割合が低下した産業は ，

食料品（２１ ．１６％から１１ ．０７％） ，繊維（１５ ．３０％から１ ．４８％），パルプ ・紙（３ ．６３％から２ ．９２％），化学
（９ ・７５％から８ ．０６％），一次金属（１６ ．３０％から８ ．９２％）となっ ている 。これらの産業の内訳は，上で

検討した生産額に占める割合と全く一致している 。

　付加価値に占める食料品の割合は，１９７４年の８ ．９９％まで減少傾向が継続した後１０％から１２％台

で変動しており ，割合の低下には歯止めがかか っている 。この傾向は，生産額に占める割合の場

合と共通しているし，１９９０年代でみると ，生産額に占める割合と付加価値に占める割合は数値的

にもほぼ類似した値となっ ている 。付加価値に占める繊維産業の割合は，１９５５年以降一貫して低

下傾向を継続しており ，最近時点でもこの傾向に変化は認められない。繊維産業においても１９９０

年代では，生産額に占める割合と付加価値に占める割合とはほぼ類似した数値となっ ている 。付

加価値に占めるパルプ ・紙産業の割合は，１９５５年以降緩やかな低下傾向を継続してきたが，１９９２

年の２ ．６６％を底として最近やや上向きに転じている 。この産業においても生産額に占める割合と

付加価値に占める割合とは最近ではほぼ類似した値となっ ている 。付加価値に占める化学産業の

割合は，振幅を繰り返しており ，１９９０年代ではやや増加傾向となっ ている 。この変化は，生産額

に占める割合と類似の傾向である。付加価値に占める石油 ・石炭製品の割合は，１９６６年の５ ．９３％

まで増加傾向が続いた後減少傾向に転じ，１９７４年には，第１次オイル ・シ ョッ クに伴う原油価格

上昇の影響を受け，１ ．４０％にまで低下したがその後再び増減し，１９９０年代には４％台になっ てい

る。 原材料を輸入に頼っていることの結呆，生産額に占める割合よりも付加価値に占める割合の

方が変動幅が大きくなっ ている 。付加価値に占める窒業 ・土石産業の割合は，１９７４年の４８５％ま

で漸増を続け，それ以後は若干の増減を伴いつつ漸減してきている。この産業では生産額に占め
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　　　　表７　付加価値の割合（製造業）

１５５

食料品 繊　維
ノくルプ ・

イヒ　学
石亨由 ・石 窯業 ・土 一　次 金　属 一　般 電　気 輸　送 ＊青　密 その他の

紙 炭製品 石製品 金　属 製　品 機　械 機　械 機　械 機　械 製造業

１９５５ ２６ ．５４ １１ ．９３ ３． ２４ ９． ２０ ２． ９１ ３． ７６ ９． ７８ ３． ２０ ４． ５７ ４． ３６ ６． ２０ １． ６２ １２ ．６８

１９５６ ２２ ．４５ １２ ．０６ ３． ３０ ８． ３９ ２． ６８ ３． ７１ １４ ．８６ ３． ５９ ４． ８３ ３． ７４ ７． １１ １． ５０ １１ ．７９

１９５７ １９ ．８６ １０ ．４０ ３． ２４ ６． ５９ ３． ５２ ３． ６６ １７ ．４３ ３． ７７ ６． ３０ ４． ９４ ７． ２６ １． ５２ １１ ．４９

１９５８ ２１ ．７１ ８． ４７ ３． １３ ８． ０６ ４． ０９ ３． ９８ ９． ６９ ３． ７６ ６． ９１ ６． ９８ ８． ５６ １． ６７ １２ ．９８

１９５９ １９ ．６９ ８． ５９ ３． ３５ ８． ８２ ５． ０９ ３． ７９ １１ ．３２ ３． ８３ ７． ０９ ７． ８８ ７． ７９ １． ５５ １１ ．２２

１９６０ １６ ．４７ ８． ２６ ３． ０５ ８． ５３ ５． １１ ３． ８６ １２ ．１５ ４． ０４ ８． ４５ ８． ８９ ８． ６３ １． ５６ １０ ．９９

１９６１ １５ ．１８ ７． １５ ３． ０４ ８． ２０ ４． ７５ ４． ０２ ユ２ ．６０ ４． １５ ９． ５５ ９． ９２ ８． １５ １． ６５ １１ ．６１

１９６２ １５ ．０１ ６． ７７ ２． ９４ ７． ８４ ５． １２ ４． ３１ ９． ０４ ４． ７３ １０ ．４２ １０ ．７０ ９． ０８ １． ６３ １２ ．４２

１９６３ １４ ．７８ ６． ９２ ３． ０９ ８． ５８ ５． ３４ ４． ４３ ８． ３８ ５． ０２ ９． ４０ ９． ３０ ９． ６４ １． ７５ １３ ．３７

１９６４ １２ ．９５ ６． ４０ ３． １８ ８． ７５ ５． ３３ ４． ５３ １０ ．３５ ５． ２３ ９． ３３ ９． ０７ １０ ．３０ １． ８５ １２ ．７３

１９６５ １３ ．９７ ６． ５２ ３． １３ ９． ３３ ５． ７１ ４． ４３ ９． ０８ ５． ４４ ８． ８８ ８． ２８ １０ ．６８ １． ８５ １２ ．７１

１９６６ １３ ．８８ ６． ４６ ３． ０２ ９． ０４ ５． ９３ ４． ３２ ９． １１ ５． ４９ ８． ５１ ８． ３２ １０ ．６６ １． ８２ １３ ．４６

１９６７ １２ ．６６ ５． ８５ ２． ７０ ９． １５ ５． ８４ ４． ２６ ９． ２４ ５． ３９ ９． ４５ ９． ５２ １１ ．０６ １． ７９ １３ ．ユＯ

１９６８ １２ ．２８ ５． ７６ ２． ６８ ８． ８８ ５． ５７ ４． ２９ ８． ７４ ５． ２６ １０ ．１２ １０ ．０５ １１ ．５３ １． ７７ １３ ．１０

１９６９ １１ ．４４ ５． ３５ ２． ５４ ９． ２９ ４． ９６ ４． ２２ ９． ８６ ５． ５１ １０ ．５１ １０ ．６３ １０ ．６４ １． ７７ １３ ．２７

１９７０ １０ ．５７ ５． ４６ ２． ６３ ８． ４３ ４． ７０ ４． ２１ １１ ．３２ ５． ９９ １０ ．７１ １０ ．８５ １０ ．８１ １． ６６ １２ ．６７

１９７１ １１ ．０１ ５． ３６ ２． ６５ ８． ５７ ５． ０１ ４． ３２ ！０ ．５１ ６． ＯＯ １０ ．６６ １０ ．２４ １０ ．９７ １． ７０ １２ ．９９

１９７２ ９． ８６ ４． ８１ ２． ６４ ８． ６１ ４． ７２ ４． ４２ １１ ．２１ ５． ９５ ９． ５３ １１ ．０６ １１ ．５４ １． ６８ １３ ．９８

１９７３ ９． １７ ５． １６ ２． ７５ ７． ５６ ４． ５２ ４． ６３ １２ ．１３ ６． ３７ ９． １７ １０ ．５７ １１ ．７９ １． ８１ １４ ．３６

１９７４ ８． ９９ ５． ０８ ３． ６３ ７． ６２ １． ４０ ４． ８５ １２ ．５２ ６． ５５ １０ ．０５ １０ ．２０ １１ ．９３ ２． ０６ １５ ．１０

１９７５ １１ ．２２ ４． ７９ ３． １４ ７． ５９ ３． ６３ ４． ２８ １０ ．９５ ５． ５９ ９． ９２ ９． １９ １２ ．９１ １． ６９ １５ ．１１

１９７６ １１ ．４５ ４． １６ ２． ９９ ７． ６２ ４． ２３ ４． １２ １１ ．１４ ４． ７２ ９． １４ １０ ．０８ １３ ．５６ １． ６６ １５ ．１３

１９７７ １２ ．６１ ３． ８８ ２． ８６ ７． ６８ ４． ６５ ３． ９７ ９． ９４ ４． ８９ ９． ３１ １０ ．２０ １３ ．１１ １． ８９ １５ ．０１

１９７８ １１ ．７８ ３． ６８ ２． ７１ ８． ２０ ５． １８ ４． ２５ １１ ．４２ ４． ９８ ８． ９７ １０ ．１４ １１ ．８４ １． ８９ １４ ．９７

１９７９ １１ ．７７ ３． ６３ ２． ６３ ８． ５０ ３． ０７ ４． ２２ １３ ．２２ ５． ０５ ９． ５６ １０ ．４９ １１ ．０１ １． ９４ １４ ．９２

１９８０ １１ ．２７ ３． ６１ ２． ８６ ７． ６８ ３． ６６ ３． ８９ １２ ．６５ ４． ６６ １Ｏ ．６９ １Ｏ ．９１ １１ ．３４ ２． ０４ １４ ．７４

１９８１ １１ ．７３ ３． ４５ ２． ８５ ７． ５４ ４． ２４ ３． ９６ ９． ９８ ４． ８４ １１ ．６２ １１ ．６２ １１ ．２７ ２． ０９ １４ ．８２

１９８２ １２ ．３５ ３． ２９ ２． ７０ ７． ６６ ４． ５６ ３． ８１ ９． ０２ ４． ８２ １ユ ．８８ ユ２ ．２３ １０ ．７２ １． ９０ １５ ．０８

１９８３ １２ ．９０ ３． １４ ２． ７２ ７． ８４ ４． ７０ ３． ９２ ７． ２９ ４． ６６ １１ ．４４ １３ ．２５ １０ ．７６ １． ９３ １５ ．４４

１９８４ １２ ．０４ ２． ８３ ２． ６２ ７． ８１ ４． ３１ ３． ７１ ８． ７５ ４． ４９ １１ ．６３ １４ ．８６ １Ｏ ．４１ １． ８２ １４ ．７０

１９８５ １１ ．７６ ２． ６９ ２． ５２ ７． ４３ ４． １５ ３． ６４ ８． ３１ ４． ９０ １２ ．５２ １４ ．７５ １Ｏ ．５７ １． ９６ １４ ．８０

１９８６ １２ ．０９ ２． ６２ ２． ６７ ８． ＯＯ ４． ３２ ３． ６８ ７． ３１ ５． ２２ １１ ．７８ １４ ．８８ ９． ７７ １． ９０ １５ ．７６

１９８７ １１ ．９０ ２． ６０ ２． ７８ ８． ２０ ４． ０６ ３． ７８ ７． ６１ ５． ０８ １０ ．９９ １４ ．８１ １０ ．２３ １． ７３ ユ６ ．２１

１９８８ １１ ．０５ ２． ５２ ２． ８２ ８． ０２ ３． ６７ ３． ８４ ８． ３３ ５． ２１ １１ ．８３ １５ ．２５ ９． ８９ ユ． ７９ １５ ．７７

１９８９ １０ ．３６ ２． １４ ２． ９５ ８． ２５ ３． ６２ ３． ７８ ８． ４２ ５． ３０ １２ ．３８ １５ ．７９ ９． ７８ １． ８５ １５ ．３８

１９９０ １０ ．１６ ２． ０７ ２． ７８ ７． ７３ ３． ４２ ３． ６１ ７． ８１ ５． ９０ １３ ．１２ １５ ．９９ ９． ７５ １． ８２ １５ ．８２

１９９１ ９． ９５ １． ９４ ２． ６７ ７． ５１ ３． ８２ ３． ５０ ７． ６８ ６． ！０ １３ ．５６ １６ ．１０ ９． ３８ １． ８４ １５ ．９６

１９９２ １０ ．７６ ２． ０３ ２． ６６ ７． ９３ ４． ０５ ３． ５９ ７． ５３ ６． ２０ １２ ．９８ １５ ．０６ ９． ６８ １． ６７ １５ ．８４

１９９３ １１ ．３５ ２． ０１ ２． ８４ ８． １０ ４． ２７ ３． ５９ ７． ユ４ ６． ３４ １１ ．８５ １４ ．８１ １０ ．０３ １． ５８ １６ ．０９

１９９４ １１ ．６６ １． ８０ ２． ８１ ８． ２３ ４． ６６ ３． ７１ ６． ９８ ５． ８９ １１ ．３５ １５ ．４１ ９． ９３ １． ５０ １６ ．０７

１９９５ １１ ．４２ １． ５７ ２． ９２ ８． ３３ ４． ３１ ３． ５７ ７． ２６ ５． ８４ １２ ．０２ １５ ．９１ ９． ９５ １． ４８ １５ ．４１

１９９６ １１ ．２７ １． ４２ ２． ９４ ８． ２５ ４． ２９ ３． ５９ ７． ２２ ５． ７９ １２ ．４９ １６ ．０６ １Ｏ ．０９ １． ４７ １５ ．１１

る割合よりも付加価値に占める割合の方が全期問を通して大きくなっ ている 。付加価値に占める

一次金属産業の割合は，１９８０年までの期問では変動が激しくなっ ているが，１９８０年以降では漸減

傾向となっ ている 。生産額に占める割合の変動は，付加価値に占める割合の変動ほど振幅が大き

くない点に注意が必要である 。１９８０年以降では生産額に占める割合と付加価値に占める割合とが

接近してきている 。付加価値に占める金属製品の割合は，生産額に占める割合同様に変動が大き

くなっ ている 。１９７４年の６ ．５５％までは変動を伴いつつも漸増傾向であ ったが，それ以後は明確な

増減傾向なしに変動している 。この産業では，生産額に占める割合よりも付加価値に占め割合の
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方がやや大きくなっ ている 。付加価値に占める機械産業の割合も生産額に占める割合同様，産業

ことに相違が認められる 。　般機械においては付加価値の割合が趨勢的に増加傾向を示している

が， １９８０年までの期問では変動が大きくなっ ている 。１９８０年以降でも振幅が存在するが１０％から

１３％台で推移している 。生産額においては，変動幅がこれほど大きくなかったので，付加価値に

おける変動巾の大きさに関しては詳しい検討が必要である 。１９９０年代においては，生産額に占め

る割合と付加価値に占める割合の相違は縮小している 。電気機械産業においても１９６０年代までは

付加価値に占める割合の変動幅が大きくなっ ており ，１９７０年代では８％から１０％台で安定してい

たが，１９８０年代以降割合は漸増してきている 。この産業でも１９９０年代以降では，生産額に占める

割合と付加価値に占める割合とはほほ類似した数値を示している 。付加価値に占める輸送機械産

業の割合は，１９７６年の１３ ．５６％までは趨勢的に増加傾向を示していたが，それ以後は１０％をはさ

んで変動している 。この産業では最近では，生産額に占める割合の方が付加価値に占める割合よ

りも大きくなる傾向が認められる 。付加価値に占める精密機械産業の割合は，振幅を繰り返して

いるが，その巾は大きくない。生産額に占める割合よりも付加価値に占める割合の方がやや大き

な値となっ ている 。付加価値に占めるその他製造業の割合は，変動を伴いつつ漸増傾向を示して

おり ，生産額に占める割合よりはやや大きめとなっ ている 。

　製造業内の産業別付加価値は，１９８０年以前では各産業とも ，生産額に占める割合よりも振幅が

大きか ったが，１９８０年以降は比較的安定した推移を示しており ，産業別の割合がほぼ固定してき

つつある傾向が認められる 。これと併せて，産業別生産額割合と産業別付加価値割合との問の相

違も１９８０年以降では縮小してきており ，日本の製造業における産業構造は安定的に推移している

と判断されよう 。

　次に表８に示されている ，産業別就業者数の割合を検討する 。１９５５年から１９９６年の問に就業者

数の割合を高めた産業は，金属製品（５６９％から７６６％），　般機械（８０９％から１１２７％），電気機

械（４ ．８０％から１５ ．３９％），輸送機械（７ ．４７％から９ ．８１％），その他製造業（２１ ．１８％から２３ ．６２％）であ

る。 これに対してこの問に就業者数の割合が低下した産業は，食料晶（１３ ．１０％から１２ ．１４％），繊

維（１９ ．２２％から４ ．１７％），パルプ ・紙（２ ．９２％から２ ．６２％），化学（５ ．５６％から３ ．３１％），石油 ・石炭製

品（Ｏ ．５２％から０ ．２９％），窯業 ・土石製品（５ ．０６％から３ ．８５％），一次金属（４ ．２７％から３ ．９８％），精密

機械（２ ．１０％から１ ．８７％）となっ ている 。生産額や付加価値に占める割合では増加していた精密機

械の割合が，就業者数に占める割合では低下していることが異な っている 。就業者に占めるその

他製造業の割合は生産額や付加価値に占めるの割合とは大きく異なっ た変動形態を示しているの

で注意深く観察する必要がある 。

　就業者数に占める食料品の割合は，生産額や付加価値に占める割合とは異なり ，観測期問を通

して大幅な低下は認められない。１９５５年から１９７０年代中葉までは，割合が漸減傾向を示していた

が， それ以後やや増加傾向で推移している 。１９９０年代では生産額，付加価値，就業者数に占める

割合はほぼ類似した値となっ ているが，１９５０年代では，生産額や付加価値に占める割合に比して

就業者数に占めるの割合が大幅に小さくなっ ていたことに注意する 。就業者数に占める繊維産業

の割合は，観測期問を通して，大幅に低下しているが，生産額や付加価値に占める割合よりはい

ずれの年でも大きな割合となっ ており ，食料品産業とは対照的である 。就業者数に占めるパル

プ・ 紙産業の割合は，増減を繰り返しているが全体的に振幅は小さく ，生産額や付加価値に占め
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　　　　表８　就業者数の割合（製造業）

１５７

食料品 繊　維
ノくルプ

イヒ学
石油 ・石 窯業 ・土 一　次 金　属 一　般

紙
電　気 輸　送 非青　密

炭製品
その他の

石製品 金　属 製　品 機　械 機　械 機　械 機　械 製造業

１９５５ １３ ．１０ １９ ．２２ ２． ９２ ５． ５６ Ｏ． ５２ ５． ０６ ４． ２７ ５． ６９ ８． ０９ ４． ８０ ７． ４７ ２． １Ｏ ２１ ．１８

１９５６ １２ ．６１ １８ ．６８ ３． ０１ ５． ５７ Ｏ． ５７ ５． １２ ４． ４５ ５． ８６ ８． ３４ ５． ０７ ７． ４７ ２． １７ ２１ ．０９

１９５７ １２ ．０８ １８ ．０３ ３． １２ ５． ３２ Ｏ． ５８ ５． １６ ４． ４１ ６． ０３ ８． ６３ ５． ３４ ７． ６７ ２． ３５ ２１ ．２４

１９５８ １２ ．１４ １７ ．５０ ３． ０６ ５． ２２ Ｏ． ５７ ５． １３ ４． ４５ ６． ３７ ８． ６４ ５． ８４ ７． ６３ ２． ３６ ２１ ．１２

１９５９ １１ ．９４ １６ ．９５ ３． ０６ ５． １２ Ｏ． ５０ ５． ＯＯ ４． ５１ ６． ６３ ８． ６９ ６． ７０ ７． ６０ ２． ３５ ２０ ．９６

１９６０ １１ ．５０ １６ ．１１ ３． ＯＯ ４． ９４ Ｏ． ５０ ５． ０６ ４． ６０ ６． ７１ ９． ２９ ７． ６６ ７． ５４ ２． ２４ ２０ ．８６

１９６１ １１ ．４２ １５ ．７４ ２． ９８ ４． ９３ Ｏ． ５０ ４． ９７ ４． ６８ ６． ８７ ９． ５９ ７． ９３ ７． ６３ ２． １８ ２０ ．５９

１９６２ １ユ ．３６ １５ ．２９ ２． ９４ ４． ８７ Ｏ． ４９ ４． ８８ ４． ６６ ６． ９４ ９． ６４ ８． ３１ ７． ７２ ２． １７ ２０ ．７３

１９６３ １１ ．１１ １４ ．６０ ２． ９３ ４． ６８ Ｏ． ４９ ４． ７５ ４． ６１ ７． ２０ ９． ６７ ８． ２５ ７． ９３ ２． ２４ ２１ ．５６

！９６４ １１ ．０８ １４ ．４３ ２． ８５ ４． ６６ Ｏ． ４６ ４． ７３ ４． ５８ ７． ２２ ９． ５３ ８． ４５ ８． ４８ ２． ２１ ２１ ．３４

１９６５ １１ ．０２ １４ ．０８ ２． ８０ ４． ５６ Ｏ． ４４ ４． ７９ ４． ５８ ７． ２７ ９． ５１ ８． ４２ ９． １８ ２． ２５ ２１ ．１２

１９６６ １０ ．７２ １３ ．４２ ２． ７３ ４． ３０ Ｏ． ４４ ４． ７７ ４． ５６ ７． ６１ ９． ７０ ８． ６９ ９． ７３ ２． ３０ ２１ ．０１

１９６７ １０ ．７１ １２ ．７６ ２． ７０ ４． ０４ Ｏ． ４１ ４． ７２ ４． ５３ ７． ６０ ９． ４８ ９． １５ １０ ．４５ ２． ２５ ２１ ．２０

１９６８ １Ｏ ．２６ １２ ．６４ ２． ６４ ４． ０４ Ｏ． ４０ ４． ８７ ４． ４１ ７． ７１ ９． ６８ ９． ３０ １０ ．５６ ２． ２０ ２１ ．３１

１９６９ ９． ６８ １２ ．２５ ２． ５２ ３． ９９ Ｏ． ３９ ４． ８０ ４． ３３ ８． １７ １０ ．０１ ９． ９５ １０ ．４６ ２． １８ ２１ ．２７

１９７０ ９． ３５ １２ ．！９ ２． ５１ ３． ８８ Ｏ． ３９ ４． ７８ ４． ６１ ８． ５３ １０ ．７５ １０ ．８３ ８． ８２ ２． １７ ２１ ．１８

１９７１ ９． ４４ １１ ．９４ ２． ５６ ３． ８０ Ｏ． ４０ ４． ７８ ４． ６５ ８． ５０ ユＯ ．８３ １０ ．５８ ８． ９７ ２． ２４ ２１ ．３３

１９７２ ９． ２６ １１ ．１１ ２． ４５ ３． ８７ Ｏ． ４２ ５． １４ ４． ５９ ８． ４６ １Ｏ ．６１ １０ ．５９ ９． ３４ ２． ２３ ２１ ．９３

１９７３ ９． ０８ １１ ．０７ ２． ４１ ３． ７６ Ｏ． ４１ ５． １６ ４． ４２ ８． ５４ １０ ．６６ １０ ．７６ ９． ３８ ２． ２８ ２２ ．０６

１９７４ ８． ９８ １０ １２３ ２． ４０ ３． ８２ Ｏ． ４４ ５． ２０ ４． ５９ ８． ６３ １１ ．０５ １０ ．９３ ９． ６９ ２． ３９ ２１ ．６６

１９７５ ９． ２４ ９． ８０ ２． ３７ ４． ＯＯ Ｏ． ４５ ５． ２７ ４． ７０ ８． ４５ １０ ．８２ １０ ．３５ ９． ８９ ２． ２９ ２２ ．３６

１９７６ ９． ７３ ９． ７４ ２． ４１ ４． ０２ Ｏ． ４７ ５． ３６ ４． ３７ ８． ０６ １０ ．２９ １０ ．４９ ９． ７２ ２． ２７ ２３ ．０６

１９７７ ９． ８４ ９． ６８ ２． ４４ ３． ６７ Ｏ． ４５ ５． ０１ ４． ４３ ８． ０６ １０ ．２７ １０ ．６３ ９． ９１ ２． ３５ ２３ ．２６

１９７８ １０ ．ＯＯ ９． ７６ ２． ４０ ３． ５０ Ｏ． ４６ ４． ９１ ４． １８ ７． ９４ ９． ９３ １０ ．４１ ９． ９７ ２． ３６ ２４ ．１５

１９７９ １０ ．０５ ９． ５１ ２． ３９ ３． ４２ Ｏ． ４７ ４． ８８ ４． １３ ８． ０９ １０ ．ユ２ １０ ．６６ ９． ８２ ２． ４１ ２４ ．０５

１９８０ ９． ８４ ８． ６８ ２． ３２ ３． ４５ Ｏ． ４８ ４． ９７ ４． １８ ８． ２９ １０ ．５９ １ユ ．５４ １０ ．０９ ２． ５８ ２３ ．０１

１９８１ １Ｏ ．１２ ８． ９８ ２． ４２ ３． ２５ Ｏ． ４４ ４． ４８ ４． ３０ ７． ９６ １０ ．５５ １２ ．３０ ９． ８９ ２． ５４ ２２ ．７６

１９８２ １Ｏ ．１５ ８． ９０ ２． ３８ ３． ３２ Ｏ． ４２ ４． ４７ ４． ４２ ７． ６３ １０ ．３３ １２ ．６５ １０ ．ＯＯ ２． ４１ ２２ ．９４

１９８３ ９． ８７ ９． ＯＯ ２． ３３ ３． ２２ Ｏ． ３８ ３． ９２ ４． ５１ ７． ４９ １０ ．５７ １３ ．４７ ９． ７４ ２． ３８ ２３ ．１３

１９８４ ９． ９０ ８． ３８ ２． ３４ ３． ３０ Ｏ． ３５ ４． ２４ ４． ５９ ７． ２５ １０ ．５９ １４ ．７７ ９． ７４ ２． ３４ ２２ ．２０

１９８５ １０ ．６２ ８． １３ ２． ２５ ３． ２３ Ｏ． ３２ ４． １ユ ４． ５０ ７． １８ １０ ．８３ １５ ．０８ ９． ６８ ２． ２８ ２ユ ．７７

１９８６ １０ ．ＯＯ ８． １１ ２． ３３ ３． １８ Ｏ． ３１ ３． ９８ ４． ３９ ７． ２１ ユ０ ．８９ １５ ．６１ ９． ４９ ２． ２７ ２２ ．２０

１９８７ １Ｏ ．４７ ７． ７７ ２． ４３ ３． １４ Ｏ． ２９ ４． ０２ ４． ２８ ７． ２６ １０ ．６１ １５ ．４９ ９． ５７ ２． ２１ ２２ ．４７

１９８８ １０ ．６０ ７． ４７ ２． ４４ ３． １７ Ｏ． ２９ ４． ０５ ４． ０８ ７． ４５ ！０ ．９３ １５ ．４８ ９． １３ ２． １５ ２２ ．７３

１９８９ １０ ．４３ ７． ３５ ２． ４２ ３． １１ Ｏ． ２８ ３． ９５ ４． ０８ ７． ５３ １１ ．０７ １５ ．８１ ９． ３５ ２． １５ ２２ ．４６

１９９０ １０ ．３５ ７． １７ ２． ４０ ３． １５ Ｏ． ２８ ３． ９１ ４． ０３ ７． ６２ １１ ．３７ １５ ．６１ ９． ４５ ２． １５ ２２ ．５０

１９９１ １Ｏ ．４４ ６． ８２ ２． ４０ ３． ２２ Ｏ． ２８ ３． ９５ ３． ９６ ７． ５８ １１ ．４５ １５ ．５８ ９． ４５ ２． １３ ２２ ．７３

１９９２ １０ ．５３ ６． ９３ ２． ３９ ３． ２５ Ｏ． ２８ ３． ８ユ ４． ＯＯ ７． ６３ １１ ．５３ １５ ．７１ ９． ５６ ２． ０６ ２２ ．３３

１９９３ １１ ．０５ ６． ５０ ２． ４８ ３． ３７ Ｏ． ３０ ３． ８３ ４． ０１ ７． ７ユ １１ ．３３ １５ ．４９ ９． ６５ １． ９４ ２２ ．３４

１９９４ １１ ．７４ ４． ５５ ２． ５４ ３． ５０ Ｏ． ３１ ４． ０３ ３． ９５ ７． ４８ １Ｏ ．９５ １５ ．１７ ９． ６４ １． ８９ ２４ ．２７

１９９５ １２ ．０２ ４． ４７ ２． ５９ ３． ３７ Ｏ． ３０ ３． ９２ ３． ９２ ７． ５７ １１ ．１１ １５ ．１５ ９． ６９ １． ８４ ２４ ．０４

１９９６ １２ ．１４ ４． １７ ２． ６２ ３． ３１ Ｏ． ２９ ３． ８５ ３． ９８ ７． ６６ １１ ．２７ １５ ．３９ ９． ８１ １． ８７ ２３ ．６２

る割合よりやや小さな値となっ ている 。就業者数に占める石油 ・石炭産業の割合も振幅があるが

基本的には低下傾向を示しており ，付加価値に占める割合ほと大きな振幅を示してはいない。こ

の産業においてては，生産額や付加価値に占める割合に比べて就業者数に占める割合が非常に小

さくなっ ており ，この産業が資本集約的産業であると考えられる 。就業者数に占める窯業 ・土石

産業の割合は，１９７０年代央までは振幅はあるがほぼ安定した値をとり ，それ以後は漸減傾向が継

続している 。数値的には付加価値額に占める割合とほぼ等しく ，生産額に占める割合よりは大き

くなっ ている 。就業者数に占める一次金属産業の割合は，観測期問を通してほぼ安定した値をと
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っており ，１９８０年代央から漸減傾向が明確になっ ている 。生産額や付加価値額に占める割合の変

動幅の大きさに比べると驚くほど安定した値であり ，最近時点でも就業者数に占める割合が，生

産額や付加価値に占める割合よりもはるかに小さな値となっ ている 。就業者数に占める金属製晶

の割合は，１９７４年の８ ．６３％までは漸増傾向を継続し，それ以後は漸減傾向となっ ている 。就業者

数に占める　般機械の割合は，漸増傾向を示しており ，ここでも付加価値に占める割合のような

変動は認められない。就業者数に占める電気機械の割合は，観測期問を通して漸増傾向を示して

おり ，　般機械と異なっ て， 生産額や付加価値額に占める割合とほぼ平行して変動しており ，数

値的にも近い値を取っている 。就業者数に占める輸送用機械の割合は，１９６０年代末までは漸増傾

向を示したが，その後は振幅があり ，１９８０年代に入 ってからは，９％台でほぼ安定している 。就

業者数に占める精密機械の割合は，１９８０年までは漸増傾向を示していたが，それ以後減少傾向に

転じている 。生産額や付加価値に占める割合よりもやや大きな値を取っている 。就業者数に占め

るその他製造業の割合は，振幅を繰り返し，ほぼ安定した値を取っているが，最近時点でやや増

加傾向を示している 。

　産業別の就業者数に占める割合は，全体として，生産額や付加価値に占める割合と比べれば極

端な変動はなく ，日本の製造業では雇用調整のぺ一スは比較的遅いと考えることができよう 。こ

れの例外は輸送用機械である 。

　次に表９に示した産業別資本ストッ ク割合を検討する 。資本ストッ クに関するデータでは製造

業内の産業分類が，１９５５年から１９７４年までの期間では，これまで利用してきた国民経済計算体系

における産業分類と異なっ ており ，石油 ・石炭製品，窯業 ・土石，精密機械の各産業がその他製

造業に含まれている 。１９７５年以降に関しては，国民経済計算と同じ産業分類に従ったデータの利

用が可能であるが，ここでは，全期間を統一的に観察可能なテータに限定して議論する 。

　１９５５年から１９９６年の問に資本ストッ クに占める割合を高めた産業としては，食料品（７ ．３８％か

ら７９６％），金属製品（２００％から５８５％），　般機械（２９１％から９５５％），電気機械（６２１％から

１５ ．７９％），輸送機械（６ ．２３％から１２ ．５８％）がある 。これに対して，資本ストッ クに占める割合を低

下させた産業としては，繊維（１２ ．５３％から２ ．５１％），パルプ ・紙（５ ．９０％から３ ．７３％），化学

（１９ ．２１％から１０ ．５１％），一次金属（１４ ．５９％から１１ ．２７％），その他製造業（２３ ．０４％から２０ ．２６％）がある
。

但し，その他製造業に関する数値は上に述べた理由から他の指標における数値と比較することに

意味がない。これまでみてきた指標と異なっ ているのは，いずれ指標でも割合を低下させていた

食料品が，資本ストッ クに関しては割合を上昇させていることである 。

　資本ストッ クに占める食料品の割合は，１９６０年の５ ．３５％まで低下した後，１９６６年の８ ．９２％まで

上昇し，それ以後も増減しているが，１９８２年以降は７％台で安定している 。資本ストッ クに占め

る繊維の割合は，他の指標同様にこの間に継続的に低下してきている 。最近時点では生産額，付

加価値額に比べて就業者数，資本ストッ クの割合の方が高くなっ ている 。資本ストッ クにおける ，

パルプ ・紙の割合は，基本的には漸減傾向を示しているが，増減を繰り返している 。最近時点に

おける資本ストッ クの割合は，他の指標における割合よりも大きくなっ ている 。資本ストッ クに

占める化学の割合は，１９７３年において大幅に落ち込んだ以外は，継続的に漸減傾向を示している 。

資本ストッ クに占める一次金属の割合は，変動が大きく ，１９７０年代央までは増加傾向を持ちつつ

増減し，それ以後は漸減傾向を示している 。この産業では資本ストッ クに占める割合は他の指標
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　表９　産業別資本ストッ クの推移（製造業）

１５９

食料品 繊　維 ノくルプ ・紙 イヒ　学 一次金属 金属製晶 一般機械 電気機械 輸送機械
その他の
製造業

１９５５ ７． ３８ １２ ．５３ ５． ９０ １９ ．２１ １４ ．５９ ２． ００ ２． ９１ ６． ２１ ６． ２３ ２３ ．０４

１９５６ ７． ４６ １６ ．５１ ７． ３７ ２１ ．３８ １０ ．５９ ２． １７ ４． ４０ ６． １４ ７． ３１ １６ ．６６

１９５７ ７． ２０ １０ ．９８ ６． ５３ ２０ ．８６ １５ ．０６ ２． ２３ ５． ２７ ７． ６０ ７． ９４ １６ ．３２

１９５８ ７． ０７ ７． ９２ ７． ３６ １８ ．５８ １９ ．０５ １． ６７ ５． ２０ ９． ０６ ６． ６４ １７ ．４５

１９５９ ６． ５０ ８． ２９ ５． ８７ １８ ．０３ ２ユ ．８５ ２． ８７ ６． ６５ ８． ３９ ６． ８０ １４ ．７５

１９６０ ５． ３５ ６． ５６ ５． １８ １５ ．２４ ２２ ．９９ ３． ４４ ７． ３７ ９． ７９ ９． １２ １４ ．９６

１９６１ ５． ９０ ４． ７８ ５． ３５ １４ ．３０ ２１ ．７５ ２． ６１ ８． ８８ １０ ．２２ １０ ．０５ １６ ．１５

１９６２ ８． ０９ ３． ９８ ５． １７ １２ ．７０ １９ ．１３ ４． １０ １１ ．３４ １Ｏ ．２８ ９． ２６ １５ ．９４

１９６３ ８． ４７ ４． ６６ ３． ３３ １４ ．８２ ２２ ．４３ ３． ６４ ８． ６６ ７． ５９ ７． ４４ １８ ．９６

１９６４ ６． ７７ ５． ８８ ４． ４７ １７ ．１８ １６ ．５９ ４． １６ ８． １２ ７． ４２ ９． ６１ １９ ．８ユ

１９６５ ８． １６ ５． ８７ ５． ２５ １７ ．７０ １７ ．８５ ３． ４５ ６． ７６ ５． ９２ １０ ．９５ １８ ．０８

１９６６ ８． ９２ ５． ６５ ４． １５ １５ ．６７ ！８ ．８１ ４． ４７ ７． ２３ ６． ３６ ９． ２４ １９ ．５１

１９６７ ６． ６２ ６． ４１ ４． ０６ １３ ．９６ １９ ．０７ ４． ８５ ８． ４０ ６． ９３ １０ ．７３ １８ ．９６

１９６８ ７． ３１ ４． ５１ ３． ９７ １３ ．３６ １８ ．０５ ５． ０７ ９． ０４ ６． ４０ １２ ．０４ ２０ ．２６

１９６９ ６． ０３ ４． ６３ ３． ７０ １２ ．９９ ２０ ．１７ ５． １６ １Ｏ ．４７ ７． ４７ ９． ４５ １９ ．９３

１９７０ ６． ５７ ５． ２５ ４． １８ １４ ．１２ １７ ．４６ ５． ２１ １Ｏ ．１２ ８． １１ １０ ．４２ １８ ．５５

１９７１ ７． １８ ５． ７８ ４． ２９ １４ ．３０ １８ ．８５ ５． ３２ ９． １４ ５． ８４ ９． ４１ １９ ．９０

１９７２ ７． ９６ ５． ５６ ４． ユ６ １２ ．６８ １９ ．６８ ４． ９０ ７． ６６ ５． ３５ １Ｏ ．３３ ２１ ．７１

１９７３ ７． ７３ ５． ２６ ４． ３６ １０ ．７１ １５ ．０６ ６． ２１ ８． ８８ ７． ６８ １２ ．４５ ２１ ．６７

１９７４ ７． ０７ ４． １１ ４． ５９ １２ ．２９ １６ ．３３ ６． ２１ ９． ２６ ７． ３３ １２ ．１５ ２０ ．６６

１９７５ ７． ２４ ３． ６７ ５． ０１ １４ ．５８ ２０ ．２９ ４． ６４ ８． ５７ ５． ユ９ ９． ８２ ２０ ．９９

１９７６ ７． ６１ ４． ０９ ５． ４０ １４ ．３０ ２０ ．０５ ５． ５５ ８． ４９ ５． ６０ ７． ３７ ２１ ．５４

１９７７ ７． ６４ ３． ４７ ４． ８８ １３ ．５３ ２１ ．５８ ５． ５７ ７． ９１ ６． ８２ ８． ０７ ２０ ．５５

１９７８ ８． ００ ３． １５ ４． ７２ １３ ．３３ １９ ．９０ ５． ４８ ７． ８９ ７． ５９ ９． ２１ ２０ ．７３

１９７９ ８． ３０ ３． ４３ ４． ３３ １２ ．６７ １８ ．６４ ５． ４８ ８． ４２ ８． ２３ ９． ７５ ２０ ．７６

１９８０ ８． ２９ ２． ９４ ４． ４６ １２ ．２６ １７ ．０５ ５． ８２ ８． ６６ ８． ９７ １０ ．２８ ２１ ．２８

１９８１ ８． ０７ ２． ７３ ４． １３ １１ ．８９ １５ ．６６ ６． ２０ ９． ２０ ９． ７７ １０ ．８９ ２１ ．４４

１９８２ ７． ９２ ３． １８ ３． ８０ １１ ．５７ １５ ．１５ ５． ９１ ９． ４２ １０ ．４４ １１ ．３９ ２１ ．２１

１９８３ ７． ８５ ３． ０５ ３． ７７ １１ ．４９ １５ ．１９ ５． ９１ ９． ７１ １０ ．９８ １１ ．５４ ２０ ．５１

１９８４ ７． ４５ ３． ３０ ３． ６７ １１ ．４１ １４ ．９１ ５． ９３ ９． ６５ １２ ．１０ １１ ．４１ ２０ ．１７

１９８５ ７． ３０ ２． ９１ ３． ６８ １１ ．２７ １４ ．２２ ５． ９７ ９． ８２ １３ ．６３ １１ ．５８ １９ ．６２

１９８６ ７． ２６ ２． ７３ ３． ７１ １１ ．１５ １３ ．６９ ６． ３０ ９． ７１ １４ ．１９ １１ ．８２ １９ ．４５

１９８７ ７． ３０ ３． １２ ３． ７３ １１ ．ＯＯ １３ ．２２ ５． ９２ ９． ５５ １４ ．３５ ユ１ ．９１ ユ９ ．８９

１９８８ ７． ３９ ２． ９９ ３． ７５ １０ ．９８ １２ ．７５ ５． ７９ ９． ７１ １４ ．７２ １１ ．９０ ２０ ．０４

１９８９ ７． ４３ ３． ０９ ４． ０６ １Ｏ ．８３ １２ ．２１ ５． ９８ ９． ５６ １５ ．０４ １１ ．９８ １９ ．８２

１９９０ ７． ６５ ２． ７７ ４． ０４ １Ｏ ．６７ １１ ．７２ ５． ９５ ９． ８８ １５ ．１８ １２ ．０５ ２０ ．１Ｏ

１９９１ ７． ５２ ２． ６７ ３． ９６ １Ｏ ．４８ １１ ．３３ ５． ８４ ９． ９６ １５ ．２６ １２ ．７１ ２０ ．２７

１９９２ ７． ５５ ２． ８９ ３． ８９ １０ ．５０ １１ ．１７ ５． ８９ ９． ８１ １５ ．２３ １２ ．７３ ２０ ．３５

１９９３ ７． ８３ ２． ７１ ３． ８４ １０ ．６３ １１ ．１８ ５． ８８ １０ ．１９ １５ ．１４ １２ ．７７ １９ ．８２

１９９４ ７． ９２ ２． ５８ ３． ８０ １Ｏ ．６７ １１ ．２９ ５． ８０ ９． ７５ １５ ．３４ １２ ．８２ ２０ ．０４

１９９５ ７． ９６ ２． ６２ ３． ７７ １０ ．６４ １１ ．３６ ５． ９４ ９． ６３ １５ ．５９ １２ ．７７ １９ ．７１

１９９６ ７． ９６ ２． ５１ ３． ７３ １０ ．５１ １１ ．２７ ５． ８５ ９． ５５ １５ ．７９ １２ ．５８ ２０ ．２６

に占める割合よりははるかに大きくなっ ている 。資本ストッ クに占める金属製品の割合は ，１９７０

年代央までは増減があり ，それ以後はほぼ安定している 。資本ストッ クに占める割合は，付加価

値に占める割合とほぼ等しく ，生産額に占める割合よりは大きく ，就業者数に占める割合よりは

小さくなっ ている 。資本ストッ クにおける一般機械の割合は，１９６０年代までの期問は増加傾向を

示しつつも変動が激しく ，１９７０年代以降はほぼ安定している 。資本ストッ クに占める電気機械の

割合は，１９７０年代までは変動が激しく ，それ以後は安定的に増加傾向を示している 。資本ストッ

クに占める輸送機械の割合も１９７０年代までは変動が激しくそれ以後は漸増している 。資本ストッ
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クにおけるその他製造業の割合は増減を繰り返している 。

　製造業における産業構造の変化は，２節や３節で検討した，産業全体を対象として分析よりは ，

指標問の相違が小さく ，何らかのマクロ経済変数と関係付けて分析を行うことが可能ではないか

と判断される 。こうした分析は，稿を改めて検討することとしたい 。

５． まとめと今後の課題

　本稿では，１９５５年から１９９６年のテータを利用して，日本におけるこの問の産業構造変化を数量

的に確認した。第２節では，３産業分類に従 って，産業構造の変化を検討することと併せて，産

業構造の変化を他の経済指標と関係付けて検討することが可能であるのかとうかを検討した。第

３節では，産業大分類に従 って，産業構造の変化を確認した。ここでは，産業の種類が多いこと

から ，生産額，付加価値額，就業者数，資本ストッ クにおいて各産業分野が占める割合の推移を

中心に検討を加えた。ここでは利用する指標ごとに，各産業分野の変化が必ずしも整合的に記述

されないことを確認した。第４節では，製造業内における産業構造の変化を，第３節と同様の方

法で分析した。この結果，製造業内に限定して考えれは，各種の指標が示す産業構造の変化には

類似性が大きく ，今後他のマクロ経済変数と結びつけた考える事が可能ではないかと判断された 。

　本稿は，対象期問における産業構造変化を分析していく上での基礎的な検討作業であり ，今後

より詳細な検討を加えていく予定である。産業構造の分析はその重要性にも関わらず，これまで

十分な検討が行われてこなか った分野であるので，本稿の分析を出発点とし，事実確認的な分析

を積み重ねつつ多角的な検討を進めていきたいと考えている 。今後の課題として，すぐに行う必

要を感じているのは，製造業内の産業構造変化を各種の経済変数の変動と結ぴつけた分析するこ

とである 。また本稿では手を付けるけることのできなか った，産業構造の変化と貿易構造の変化

とを結びつけた分析も進める必要を感じている 。
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